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橋立」は、日本三景の一つです。全長約 3.6㎞、幅約 20 ～
170 ｍの砂州に、約 6,700 本の松の木が立ち並び、古くか
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北側から一望できる展望所です。ここから眺める天橋立は、
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01Mizu Sumashi

技術の善循環と人材の好循環 
― JS が取り組む
 　下水道事業の基盤強化 ―

　昨年（令和 7 年）11 月 1 日付でソリューショ
ン推進、技術開発及び西日本担当理事を拝命し、
令和 8年 4月の組織再編（東西 2支社体制）に伴
い、西日本支社長を兼務いたしました細川恒です。
どうぞよろしくお願いいたします。
　私は 1988 年に日本下水道事業団（JS）に入社し、
これまで下水処理場やポンプ場の設計・施工管理、
プロジェクトマネジメント、技術開発、官民連携
事業等の業務に従事してまいりました。直近のソ
リューション推進部では、水の官民連携や新技術
の導入・促進を担当いたしました。
　これまでの 38 年余にわたる JSでの経験を活か
し、下水道ソリューションパートナーとして全力
を尽くす所存です。引き続きご指導ご鞭撻のほど、
よろしくお願い申し上げます。
　本稿では、JSにおける技術開発や人材確保・
育成の新たな方向性についてご紹介いたします。

■ �JSの技術開発（新技術制度・目的）�
～持続可能な社会への貢献～ 

　下水道施設の老朽化、人口減少、気候変動への
対応、そして脱炭素社会の実現といった喫緊の課
題に直面する現代において、JSは、下水道事業が
抱える多様な課題を解決するため、新技術の開発
と導入促進に注力しています。これまでのライフサ

イクルコスト縮減に資する技術開発に加え、環境負
荷低減、資源循環、災害に強いまちづくりといった
多面的な価値を創造する技術の導入が不可欠です。
　新技術の導入にあたっては、その多面的な価値
を分かりやすく伝え、導入へのハードルを下げる
努力が求められます。現場のニーズを的確に捉え、
地方公共団体や民間企業等との対話を通じて、課
題解決に資する「使える新技術」の開発・導入を
加速させてまいります。
　JSでは、優れた新技術を受託建設事業に積極
的に導入し、「技術の善循環」を円滑に実施する
ため、平成 23 年度から新技術導入制度を運用し
ています。本制度は、JSが共同研究等で開発し
た新技術の受託事業への導入を図ることに加え、
公的機関や民間企業が開発した新技術について
も、JSが実施設への適用性を確認したうえで積
極的に導入することで、新技術の活用強化・拡大
を図ることを目的としています。

■新技術の選定および導入状況
　令和 8 年 5 月までに、52 種類の新技術を選定
しました。技術分野別では、水処理関連（前処理
を含む）が 18 技術、汚泥処理関連が 33 技術、雨
水対策関連が 1 技術となっています。
　水処理関連については、最近では、回転繊維体
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を用いた OD 法向け前処理技術などに代表され
る、省エネ化、高度処理化、処理能力増強を目的
とする技術が多くを占めています。一方、汚泥処
理関連では、ダウンサイジング対応型同軸差動式
スクリュープレス脱水機など、汚泥濃縮・脱水の
効率化・性能向上を目的とする技術や、湿式炭化
による下水汚泥利活用技術など、温室効果ガス排
出抑制や省エネ・創エネを目的とする次世代型の
炭化・焼却炉技術、余剰汚泥加温型高速消化シス
テムに代表される低コスト化を目的とする嫌気性
消化技術に大別されます。
　選定された新技術の JS 受託建設事業への導入
実績（導入決定ベース）は、現在計 147 件です。
JSが受託していない建設工事での導入事例を含
めると、新技術の活用事例はさらに多くなるもの
と見込まれます。

■新技術の採用の課題
　新しい技術には、導入実績がないことへのリス
ク（技術的な不確実性、運用コスト、維持管理の
難しさなど）への懸念があり、導入が大きく進ま
ないのが現状です。その背景には、コスト面での
インパクトが十分に伝わっていないことも一因と
考えられます。
　JSはこれらの課題に対し、改築更新や施設の
統廃合、水の官民連携、新たな処理システムを導
入するタイミング等に合わせた多様な提案を継続
してまいります。新技術の価値はコスト削減だけ
でなく、環境負荷低減、資源循環、災害対応力向
上といった多面的な価値があることを分かりやす
くお伝えし、導入へのハードルを少しでも下げて
いきたいと考えています。また、興味を持ってい
ただけるような新技術の名称についても、関係者
と共に検討を進めてまいります。

■�人材確保・育成　～未来を担う�
プロフェッショナルの育成～

　現在、下水道業界では、深刻な人材不足という
課題に直面しています。下水道施設の老朽化対策
や激甚化する災害への対応、経営基盤の強化など、
業務の複雑化・高度化が進む中で、多様な課題に

対応できる人材の確保・育成は急務です。
　業界の魅力を高め、若手人材を呼び込むための
広報活動（SNS活用、イベント開催、インターンシッ
プなど）の強化は不可欠です。各種情報発信や大
学等との連携を通じて、下水道分野を専門とする
人材の育成を図る必要があります。また、下水道
が都市に欠かせない重要な社会インフラであるこ
とや、脱炭素社会の構築や循環型社会において中
心的な役割を果たす「将来性のある分野」である
ことを、積極的にアピールしていくことが重要です。
　一方で、限られた人員で持続的に業務を遂行で
きるよう、DXの導入による業務効率化や新たな仕
組みづくりも並行して進める必要があります。これ
らは労働環境の改善と生産性向上に直結し、業界
の魅力を高める上でも不可欠です。例えば、AIを
活用した業務手法の導入等により、専門性の高い
業務に注力できる環境を整備する必要があります。
　JSでは、地方公共団体等が単独で人材育成に取
り組むことが難しい現状を踏まえ、JS研修センター
での研修内容の充実や、新規出向者・研修員の受け
入れ等を通じて、下水道業界全体の持続的な発展
を支えるプロフェッショナルの育成に努めています。
　また、JSにおける技術開発人材の継続的な確
保・育成についても、新たな「JS 技術開発・活
用基本計画」に併せて議論を進めています。引き
続き、JSが技術開発を推進するために必要な人
物像や人材確保・育成手法を検討し、組織の技術
力を維持・向上させる必要があると考えています。

■�おわりに
　JSは、既存技術の改良・改善を加速するとともに、
革新的な新技術の開発にも着手し、実施設への迅
速な導入を目指しています。これにより、地方公
共団体の課題解決に向けたニーズに応え、下水道
事業の変革と持続可能性向上に貢献していきます。
　また、これまで蓄積された技術力・人材力・マ
ネジメント力等の強みをこれからも総動員し、下
水道事業の明るい未来を切り拓いていく所存で
す。皆様からの引き続きのご支援、ご協力を心よ
りお願い申し上げます。
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寄　稿

京都府一丸で課題解決
～�下水道の広域化・
　　　　　　共同化の取組～

１．はじめに
京都府は、日本列島のほぼ中央に位置し、古都
として千年以上の歴史と文化を継承してきた地域
です。北は日本海に面し、南は盆地を中心に都市
が広がるなど、多様な地形と自然環境を有してお
り、観光・産業・生活が調和する地域として発展
してきました。近年においても、学研都市（関西
文化学術研究都市）や新名神高速道路の整備に関
連する開発が進められている一方、都市部におけ
る人口の集積や観光客の増加、頻発する自然災害、
また農村部では加速する人口減少への対応など、
多くの課題があります。

２．京都府の下水道の状況
京都府の下水道事業は、公共用水域の水質保全
と生活環境の向上を目的として、計画的に整備・
運営が進められてきました。流域下水道の導入（府
内 4か所（汚水）と 1か所（雨水））や、高度処
理の導入、固形燃料化施設の導入なども行われ、
高いレベルで整備、運営が行われてきたと言えま
す。しかしながら整備から管理の時代に入り、流
域下水道・公共下水道ともに施設の老朽化等の問

題が顕在化してきている状況でもあります。数字
で見ると以下のような状況です。
● 普及率：下水道処理人口普及率は 95.8％、汚水
処理人口普及率は 98.8％（令和 6年度末時点）
であり、概成の状況です。概成未達成の地域は
8 自治体（未普及人口は約 30,000 人）であり、
引き続きの対策が求められます。
● 老朽化率：下水道管渠は京都府内に約 9,600km
あり、20 年後には供用開始から 50 年を経過す
る管渠の延長が約 5,690km（全体の 59.3%）に
達する見込みです。（令和 6年度末時点）
● 耐震化率：重要な幹線等として区分される下水
道管渠の耐震化率は 40.2%、下水道施設は 30%
であり、全国的にみても低い状況です（令和 6
年度末時点）。上下水道耐震化計画に基づく計
画的な対策が重要であり、また BCP 策定など
ソフト対策と合わせて整備を進める必要があり
ます。
● 回収率：下水道の維持管理や運営にかかる費用
を、下水道使用料で回収できている団体は府内
20 団体のうち 4 団体のみという状況です（令
和 6年度決算に基づく）。
このような中、京都府では、人口減少や頻発す
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る自然災害へも計画的に対応すべく、令和 5年 3
月に「京都府水環境構想 2022」を策定し、各種
課題に対する方針や行動計画を短期・中期・長期
でとりまとめました。また令和 8年 3月には「京
都府流域下水道事業経営戦略」の改定を行い、流
域下水道の経営的な観点での取組方針を見直した
ところです。
京都府水環境構想や経営戦略の取組の中で肝と
なっているのは、広域化・共同化の取組になりま
す。そこでここでは、京都府で進めている広域化・
共同化に関する主な取組について紹介させていた
だきます。

３．広域化・共同化の取組
⑴　宇治田原町公共下水道の流域下水道への編入
宇治田原町（処理人口 7,723 人、処理面積
308ha）では、平成 12 年度から単独公共下水道
で汚水処理を行ってきましたが、人口減少による
水需要の減少や施設の老朽化による更新期の到来
に伴い、下水道経営が厳しい状況でした。町内で
今後の事業のあり方を考える中、隣接する城陽市
の開発によって市町境まで下水道区域が拡大され

るという計画が具体化したことが、本検討の後押
しとなりました。宇治田原町の公共下水道を流域
下水道に接続するとなると、現行の流域下水道処
理区域まで青谷地区（東部丘陵地区）という峠を
越えることになりますが、検討の結果、それでも
流域下水道に編入した方が、町単独で事業継続す
るよりも効果が高いということが示され、令和 6
年 1月に、京都府及び木津川流域下水道の関連市
町と、宇治田原町の間で覚書が締結されました。
本事業では、新たな管渠の敷設やポンプ場の改
築等の整備に約 47 億円かかる見込みとなります。
また下水処理量も増えるため、処理にかかる費用
も増加することになり、それらは流域関連市町で
負担する形になりますが、今後 30 年間で考える
と、宇治田原町においては約 4.1 億円の負担軽減
が見込まれ、流域関連市町においても、維持管理
負担金等を負担する市町の数が増えることによっ
て約 6.1 億円の負担軽減が見込まれる試算となっ
ています。
さらには、高度処理を行っている流域下水道で
集約処理を行うことになるため、温室効果ガス排
出量の削減や衛生環境の向上といった定性的な効

京都府水環境構想2022の基本方針



04 Mizu Sumashi

寄　稿

る自然災害へも計画的に対応すべく、令和 5年 3
月に「京都府水環境構想 2022」を策定し、各種
課題に対する方針や行動計画を短期・中期・長期
でとりまとめました。また令和 8年 3月には「京
都府流域下水道事業経営戦略」の改定を行い、流
域下水道の経営的な観点での取組方針を見直した
ところです。
京都府水環境構想や経営戦略の取組の中で肝と
なっているのは、広域化・共同化の取組になりま
す。そこでここでは、京都府で進めている広域化・
共同化に関する主な取組について紹介させていた
だきます。

３．広域化・共同化の取組
⑴　宇治田原町公共下水道の流域下水道への編入
宇治田原町（処理人口 7,723 人、処理面積
308ha）では、平成 12 年度から単独公共下水道
で汚水処理を行ってきましたが、人口減少による
水需要の減少や施設の老朽化による更新期の到来
に伴い、下水道経営が厳しい状況でした。町内で
今後の事業のあり方を考える中、隣接する城陽市
の開発によって市町境まで下水道区域が拡大され

るという計画が具体化したことが、本検討の後押
しとなりました。宇治田原町の公共下水道を流域
下水道に接続するとなると、現行の流域下水道処
理区域まで青谷地区（東部丘陵地区）という峠を
越えることになりますが、検討の結果、それでも
流域下水道に編入した方が、町単独で事業継続す
るよりも効果が高いということが示され、令和 6
年 1月に、京都府及び木津川流域下水道の関連市
町と、宇治田原町の間で覚書が締結されました。
本事業では、新たな管渠の敷設やポンプ場の改
築等の整備に約 47 億円かかる見込みとなります。
また下水処理量も増えるため、処理にかかる費用
も増加することになり、それらは流域関連市町で
負担する形になりますが、今後 30 年間で考える
と、宇治田原町においては約 4.1 億円の負担軽減
が見込まれ、流域関連市町においても、維持管理
負担金等を負担する市町の数が増えることによっ
て約 6.1 億円の負担軽減が見込まれる試算となっ
ています。
さらには、高度処理を行っている流域下水道で
集約処理を行うことになるため、温室効果ガス排
出量の削減や衛生環境の向上といった定性的な効

京都府水環境構想2022の基本方針

寄　稿

05Mizu Sumashi

果も期待できます。宇治田原町も流域関連市町も
win-winとなる事業と考えられますが、関係者の
理解や協力があってスムーズに計画がまとめられ
たと感じています。令和 8年度から詳細設計を開
始する予定としていますが、引き続き、計画通り
に事業が実施できるよう、関係者の協力も得なが
ら着実に進めてまいりたいと考えています。

⑵　汚泥処理の共同化
府内 4か所の流域下水道浄化センターにおい
て、汚泥処理に係る費用は維持管理に係る費用の
約11％（年間で約7億円）と、多くを占めています。
また汚泥処理の手法も様々で、例えば、洛西浄化
センター（処理能力 211,000m3/ 日）では焼却炉
や固形燃料化施設を有している一方、宮津湾浄化

センター（処理能力 15,000m3/ 日）では、汚泥の
脱水処理までして、その後は民間の産業廃棄物処
理業者に引き取って処理・処分してもらうなどの
対応をしています。浄化センターの規模や地域的
な状況等により汚泥の処理方法は考えられてきま
したが、近年では、特に宮津湾浄化センターにお
いて、下水道経営の負担の大きな要因になってい
ます。また、平成 30 年 7 月には、豪雨の影響で、
洛西浄化センター及び洛南浄化センターの下水汚
泥を委託していた民間の処理施設が受入不可とな
り、急遽京都市の浄化センターに引き取って処分
していただいたということもありました。経営的
な観点でも、また有事の際の対応の観点でも、市
町の状況も踏まえて汚泥処理のあり方を見直す必
要があると考えています。京都府としては、まず

宇治田原町の流域下水道への編入にかかる事業概要

流域下水道間の汚泥集約処理のイメージ
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は、流域下水道宮津湾浄化センターにおいて、宮
津市のし尿受入を行うとともに、宮津湾浄化セン
ターの汚泥を洛西浄化センターに運送し、共同で
処理することを検討しています。集約処理によっ
て効率的に、また処理の選択肢を増やすことで災
害時への対応の強化にもつなげたい考えです。現
在検討を進めているところですが、本事業もそれ
ぞれの流域関連市町の協力があって進められる事
業となりますので、関係者の理解や協力を得なが
ら、課題を一つずつ解決していければと考えてい
ます。

⑶　�広域的な“水の官民連携（ウォーターPPP）”
の検討
全国的に言われているヒト・モノ・カネの課題
は、京都府でも同様に深刻であり、その解決策の
一つとして官民連携は重要と考えています。これ
まで流域下水道では包括的民間委託や、固形燃料
化施設における DBO（設計、建設、運営一括委
託）を採用してきました。今後さらに民間の技術
やノウハウを活用できないかと考えており、令和
6年度から、市町とも連携し、以下の 2パターン
で広域的に水の官民連携の導入検討を実施してい

ます。
①　 宮津湾流域下水道を核とし、宮津市・与謝野
町の公共下水道と連携した官民連携（処理場
及び管渠）

②　 桂川右岸流域下水道を核とし、周辺市町の公
共下水道と連携した官民連携（管渠）
流域下水道においては、これまで包括的民間委
託を行ってきたため、水の官民連携（ウォーター
PPPレベル 3.5）を適用したとしても、管理体制
に大きな変化はないと考えられますが、一方、広
域的にすることで、“公共下水道と流域下水道の
維持管理の手法や水準をどのように合わせていく
のか”、“公共下水道に関わる地元業者の関与や協
力をどのように考えるのか”など、考慮すべき事
項が多くあります。また関係者が増えることによ
り、調整・検討する事項が増えます。今は、より
効果の高いスキームを目指し時間をかけて府内の
関係自治体や下水道に関わる企業、学識者や有識
者、府外の先行自治体等の意見を聞き、検討を行っ
ているところです。
広域的に取り組むことでスケールメリットが働

き、維持管理の効率化や受託者の意欲向上にもつ
ながると期待しています。そして何より、自治体

京都府における水の官民連携の取組イメージ（令和7年度末時点）
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が連携して取り組むことで、自治体間でのヒトや
技術の連携や共有が図られることの効果は非常に
大きいと考えています。引き続き、関係者と連携
しながら丁寧に検討を進めていきたいと思います。

⑷　広域的な災害対策（リスクマネジメント事業）
能登半島地震による上下水道施設への影響や、
復旧作業における課題等を踏まえ、京都府におい
ても市町村の上下水道の担当者と“万が一被災し
た場合にどういった課題が考えられるか”につい
て意見交換を重ねてきました。その中で、耐震化
が行われていない管渠や施設の代わりとなる設備
や資機材を想定し、手配できる状態にしておくこ
と（代替性・多重性の確保）、また復旧作業のた
めに支援を受け入れるための宿泊施設や会議室等
を想定しておくこと（受援体制の確保）が重要で
あり、対応すべき課題であるとの議論となりまし
た。日本水道協会や日本下水道協会等が定める
ルールや各自治体が定める災害対応マニュアル等
との整合を図りつつ、複数の自治体が連携した形
で代替性や受援体制の確保について備えを考えて
おくことが、被災時の有効な選択肢の一つになる
のではないかと考えています。まずは、市街地か
らの幹線道路の数も限られ、集落が点在している
丹後半島の地域において、令和 8年度から情報収
集や調査を進めていく予定です。

⑸　農業用地への下水処理水の活用
令和 7年は記録的な猛暑となり、全国各地で渇
水の被害が発生しました。京都府においても福知
山市で最高気温 40.6℃を記録し、また梅雨明けも
平年に比べ 3 週間早まる等厳しい状況もあり、ダ
ムの貯水量は平年の 2 ～ 3 割にまで減少する状況
でした。そういった影響もあり、農業用水の確保
が困難となり水田では圃場のひび割れなどの被害
が発生しました。京都府では知事をトップに「京
都府農業渇水対策庁内連絡会議」が設置され、一
つの解決策として宮津湾浄化センターの下水処理

水を農業用地に活用するという取組が進められま
した。水質については“京都府農林水産技術セン
ター”において、農業用水としての活用可否が確
認され、供給対象者の調整については、市町の農
業部局と京都府の広域振興局を介して行うという
形で進められました。当初は流域関係市町の宮津
市・与謝野町の農業経営者としていましたが、近
隣の伊根町や京丹後市からも要請があり、幅広い
地域で処理水の提供を行いました。
前例のない取組となりましたが、知事トップの
もと、農業部局や関係市町の関係者による協力、
また振興局や浄化センターの尽力をもって迅速に
対応できた好事例だと思います。また、下水道の
新たな役割を実感する取組となりました。

宮津湾浄化センターの処理水の給水の様子

⑹　研修（京道場、等）の実施
京都府では、市町の水道・下水道に携わる若手
技術者向けに、毎年、“京

みやこ

道場”という研修を実
施しています。国交省で開催している“「水」道場”
を参考に開催しているものです。昨年度は、「次
世代に継承すべき技術」というテーマでグループ
ディスカッションを行いました。今後、人口減少
がさらに進み、気候変動の影響により集中豪雨な
ど自然災害が激甚化し、一方で官民連携やデジタ
ルの技術の普及など働き方も変わってくると想定
される中で、どういった技術を次世代に引き継い
でいかなければならないかを議論しました。この
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ような議論を通じて、若手職員が現在どういう意
識をもって業務に取り組むべきかを考えるきっか
けになってほしいと思います。
また、京都府では、昨年、「八潮市の道路陥没
事故」や「雨天時浸入水対策」など、テーマを決
めて市町村の担当者向けに研修会を実施しまし
た。講師を呼び、事例や教訓などを共有いただく
ことで、それぞれの事業の参考にしていただくこ
ととしています。研修会は、学びの場となるだけ
でなく、人と人のつながりの場にもなるため、引
き続き関心の高いテーマを選定し、有意義な研修
となるよう努めていきたいと考えています。

令和７年度　京（みやこ）道場の集合写真

４．おわりに
広域連携は、国が設置する「上下水道政策の基
本的なあり方検討会」でも議論され、取組が推進
されています。異なる事情や状況を抱える地域が
連携するというのは一筋縄ではいかず、調整には
時間と労力がかかりますが、京都府内の下水道事
業においては、幸いにも、京都市はじめ市町村の
下水道担当者は皆さん前向きで、議論をしやすい
環境にあると感じています。20 年、30 年先を見
越して、問題意識を共有しつつ、様々な形で広域
化・共同化を進めていければと思っています。

５．最後にPR
京都府が実施する雨水対策「いろは呑龍トンネ
ル」も、流域下水道として広域的に取り組む事業
です。最大口径 8.5mの管渠や 5 t/ 秒の大規模ポ
ンプ 3 台、19,500m3の巨大な調整池を有する施
設で、晴天時に内部に入ると壮大さに魅了されま
す。ご関心のある方は、ぜひ一度見に来ていただ
ければと思います。

いろは呑龍トンネルの調整池内部の様子

いろは呑龍トンネルのイメージキャラクター
（呑龍太郎）
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下水道
ソリューション
パートナー
として

はじめに
能登半島地震では、下水道終末処理場をはじめ
多くの下水道施設が被災しました。国においては、
上下水道システムの「急所施設」（その施設が機
能を失えばシステム全体が機能を失う最重要施設）
や避難所などの重要施設に接続する上下水道管路
等の耐震化について、令和 7年 6月に閣議決定し
た「第1次国土強靭化実施中期計画」等に位置づけ、
強靭で持続可能な上下水道の構築に向けた耐震化
対策の取り組みが進められているところです。また、
社会資本整備重点計画法（平成15年法律第 20号）
に基づき策定されている第 6次社会資本整備重点
計画（計画期間：令和 7～ 12年度）では、下水道
の急所施設である下水処理場（約1,600か所）の耐
震化完了率を令和 5年度 49％→令和12年度 63％、
下水道の急所施設であるポンプ場（約 900か所）
の耐震化完了率を令和 5年度 52％→令和 12 年度
69％という指標が掲げられています。
国土交通省が公表している上下水道耐震化計画
のフォローアップの結果では、令和 6年度末時点で
の耐震化率は、下水道の急所施設については、下
水処理場：約 50％、ポンプ場：約 53％となっており、
今後も、耐震化の取り組みが求められているところ
です。
耐震化事業は、このように国の施策の中で位置づ

けられ、様々な課題に対応するための重要な事業と
も言えることから、本稿では、下水道終末処理場に

耐震化対策を実施するメリットについて、様々な観
点から整理をしました。

１．公衆衛生と生活環境の保全
下水道終末処理場は、私たちの生活から排出さ

れる汚水をきれいにし、安全な水として自然に戻す
ための最後の砦です。もし地震によって下水道終末
処理場が被災し、その機能が停止すれば、未処理
の汚水がそのまま河川や海に放流されることになり
ます。これは、悪臭の発生、病原菌の拡散、そして
深刻な水質汚濁を引き起こし、地域住民の公衆衛
生と生活環境に大きな影響を与えます。感染症の発
生リスクが高まるだけでなく、生活用水の確保も困
難になり、住民の健康と安全が脅かされます。下水
道終末処理場の耐震化は、このような最悪のシナリ
オを未然に防ぎ、地震発生後も安定して汚水処理
機能を維持することで、衛生的で安全な生活環境
を守るために不可欠な対策となります。

２．�都市機能の維持と経済活動への
影響抑制

下水道システムは、都市活動を支える基幹イン
フラの一つです。終末処理場の機能が停止すれば、
家庭や事業所ではトイレの使用が制限され、排水
処理ができなくなるため事業所における生産活動が
停止するなど、市民生活や経済活動に甚大な支障
が生じます。特に、大規模な商業施設や病院、学
校など、多くの人が利用する施設では、下水道機

西日本支社　設計部
建築設計課長

　　松 浦　　 剛

下水道施設における
耐震補強工事に
ついて
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能の停止が直接的な運営困難につながります。終
末処理場が地震後もその機能を維持できるようにす
ることは、都市のライフラインの麻痺を防ぎ、市民
生活の早期安定化と経済活動への深刻な影響を回
避するために欠かせません。

３．環境負荷の最小化
未処理汚水の河川や海への放流は、水質汚濁を

引き起こし、生態系に甚大な被害を与えます。魚介
類の生息環境が悪化し、漁業への影響も避けられ
ません。また、富栄養化による赤潮やアオコの発生
は、水域全体の環境を破壊します。下水道終末処
理場の耐震化によって下水道終末処理場の機能を
維持することは、このような環境負荷を最小限に抑
え、健全な水循環を保つ上で極めて重要です。

４．早期復旧と復旧コストの抑制
耐震補強が施された下水道終末処理場は、地震
発生時の損傷が比較的軽微で済むことが期待でき
るため、復旧にかかる時間と費用を大幅に削減でき
ると考えられます。下水道終末処理場の復旧には
通常、莫大な費用と長い期間を要します。もし大規
模な損傷が発生すれば、復旧工事には数年単位の
時間がかかり、その間の代替処理施設の設置や汚
水運搬費用など、膨大な追加コストが発生する可
能性があります。当然、大量の瓦礫が発生した場
合は、その処分方法についても対応しなければなり
ません。下水道終末処理場の耐震化事業は、この
ような大規模な復旧費用と長期にわたる住民生活へ
の影響を回避し、結果的に財政的な負担を軽減す
る効果が期待できると考えられます。

５．会計検査における評価の向上
下水道終末処理場の耐震化事業は、施設の長期

的な安全性と持続可能性を確保するための戦略的
な事業と見なすことが可能です。これにより、将来
的な大規模災害からの復旧費用の発生や、機能停
止による経済的損失を未然に防ぐことができるた
め、会計検査において、適切なリスク管理と効率的
な財政運営が行われていると評価される可能性も高

まります。公的資金を投入する事業において、将来
起こりうるリスクを低減し、長期的な視点でコスト
を抑制する取り組みは、財政の健全性を示す重要
な指標となります。

６．機器更新時の効率化と相乗効果
下水道終末処理場では、各種ポンプ施設、沈殿
施設、反応槽、汚泥処理設備などが適切な維持管
理のもと、様々な施設について定期的に機器更新
が行われます。また、これらの機器は、施設の機能
維持に不可欠であり、老朽化に伴い、その性能が
徐々に低下してくることも視野に入れる必要がある
ため、計画的な更新計画の立案と、その実施が必
要です。下水道終末処理場に関する耐震補強工事
を、これらの機器更新と同時に実施することで、工
事の効率化と相乗効果が期待できます。
例えば、老朽化した機器の交換と同時に、それら

を設置する施設の耐震性を向上させることで、一度
の工事で施設の機能と安全性の両方を高めることが
できます。特に水処理施設と呼ばれる水槽部や、雨
水ポンプ場の水路部は、機器更新と躯体の耐震化を
同時に実施できれば非常に効果的です。別々に工事
を行うよりも全体のコストを抑えることができ、施
設の稼働停止期間を短縮できるメリットがあります。
また、最新の機器は省エネ性能が高くなる事例
が多く、ランニングコストの削減にもつながること
が期待できます。つまり、施設の運用コスト全体を
最適化する相乗効果も期待できます。

７．専門家による設計・監理の信頼性
耐震補強工事は、施設の構造や地盤状況等を詳
細に分析し、最適な補強方法を選定する必要があ
るため、高度な専門知識が求められます。特に、終
末処理場のような特殊な環境下にある大規模構造
物においては、その複雑性から専門家の知見が不
可欠です。例えば、一級建築士や技術士、並びに
構造力学の専門家が設計・監理に携わることで、
耐震化事業の信頼性と安全性が確保されます。こ
れら専門家は、最新の耐震基準や法令等に基づき、
施設の現状を的確に評価し、最も効果的、かつ経



10 Mizu Sumashi

下水道ソリューションパートナーとして

能の停止が直接的な運営困難につながります。終
末処理場が地震後もその機能を維持できるようにす
ることは、都市のライフラインの麻痺を防ぎ、市民
生活の早期安定化と経済活動への深刻な影響を回
避するために欠かせません。

３．環境負荷の最小化
未処理汚水の河川や海への放流は、水質汚濁を

引き起こし、生態系に甚大な被害を与えます。魚介
類の生息環境が悪化し、漁業への影響も避けられ
ません。また、富栄養化による赤潮やアオコの発生
は、水域全体の環境を破壊します。下水道終末処
理場の耐震化によって下水道終末処理場の機能を
維持することは、このような環境負荷を最小限に抑
え、健全な水循環を保つ上で極めて重要です。

４．早期復旧と復旧コストの抑制
耐震補強が施された下水道終末処理場は、地震
発生時の損傷が比較的軽微で済むことが期待でき
るため、復旧にかかる時間と費用を大幅に削減でき
ると考えられます。下水道終末処理場の復旧には
通常、莫大な費用と長い期間を要します。もし大規
模な損傷が発生すれば、復旧工事には数年単位の
時間がかかり、その間の代替処理施設の設置や汚
水運搬費用など、膨大な追加コストが発生する可
能性があります。当然、大量の瓦礫が発生した場
合は、その処分方法についても対応しなければなり
ません。下水道終末処理場の耐震化事業は、この
ような大規模な復旧費用と長期にわたる住民生活へ
の影響を回避し、結果的に財政的な負担を軽減す
る効果が期待できると考えられます。

５．会計検査における評価の向上
下水道終末処理場の耐震化事業は、施設の長期

的な安全性と持続可能性を確保するための戦略的
な事業と見なすことが可能です。これにより、将来
的な大規模災害からの復旧費用の発生や、機能停
止による経済的損失を未然に防ぐことができるた
め、会計検査において、適切なリスク管理と効率的
な財政運営が行われていると評価される可能性も高

まります。公的資金を投入する事業において、将来
起こりうるリスクを低減し、長期的な視点でコスト
を抑制する取り組みは、財政の健全性を示す重要
な指標となります。

６．機器更新時の効率化と相乗効果
下水道終末処理場では、各種ポンプ施設、沈殿
施設、反応槽、汚泥処理設備などが適切な維持管
理のもと、様々な施設について定期的に機器更新
が行われます。また、これらの機器は、施設の機能
維持に不可欠であり、老朽化に伴い、その性能が
徐々に低下してくることも視野に入れる必要がある
ため、計画的な更新計画の立案と、その実施が必
要です。下水道終末処理場に関する耐震補強工事
を、これらの機器更新と同時に実施することで、工
事の効率化と相乗効果が期待できます。
例えば、老朽化した機器の交換と同時に、それら

を設置する施設の耐震性を向上させることで、一度
の工事で施設の機能と安全性の両方を高めることが
できます。特に水処理施設と呼ばれる水槽部や、雨
水ポンプ場の水路部は、機器更新と躯体の耐震化を
同時に実施できれば非常に効果的です。別々に工事
を行うよりも全体のコストを抑えることができ、施
設の稼働停止期間を短縮できるメリットがあります。
また、最新の機器は省エネ性能が高くなる事例
が多く、ランニングコストの削減にもつながること
が期待できます。つまり、施設の運用コスト全体を
最適化する相乗効果も期待できます。

７．専門家による設計・監理の信頼性
耐震補強工事は、施設の構造や地盤状況等を詳
細に分析し、最適な補強方法を選定する必要があ
るため、高度な専門知識が求められます。特に、終
末処理場のような特殊な環境下にある大規模構造
物においては、その複雑性から専門家の知見が不
可欠です。例えば、一級建築士や技術士、並びに
構造力学の専門家が設計・監理に携わることで、
耐震化事業の信頼性と安全性が確保されます。こ
れら専門家は、最新の耐震基準や法令等に基づき、
施設の現状を的確に評価し、最も効果的、かつ経

下水道ソリューションパートナーとして

11Mizu Sumashi

済的な補強計画を立案します。施工段階においても
厳格な品質管理を行い、設計通りの補強効果が確
実に発揮されるよう監理します。これらの専門家が
下水道終末処理場の耐震化事業に携わることによ
り、将来的なリスクを低減することができます。

８．�耐水化による複合災害への対応
力強化

近年、地球温暖化の影響により、線状降水帯に
よる集中豪雨や大型台風の発生頻度が増加するな
ど、水害リスクの深刻化や多様化が指摘されていま
す。特に、下水道終末処理場は低地に位置してい
ることが多く、地震だけでなく各種の水害に対して
も対策が必要な場合があります。下水道終末処理
場の耐震化事業と同時に、施設の耐水化対策（例：
止水壁の設置、開口部の閉塞、電気設備や発電機
の高所移設、防水扉の設置、排水ポンプの増強など）
を講じることで、地震と水害という複合的な災害に
対して、終末処理場のレジリエンス（困難な状況
からの回復力）を大幅に向上させることが期待でき
ます。

９．�ストックマネジメントと耐震化
事業

下水道終末処理場の耐震化事業は、施設の長寿
命化に貢献し、ストックマネジメントの観点からも
非常に重要です。下水道施設は一度建設されると、
数十年から 100 年近くにわたって使用され続けるこ
とが想定されます。効果的に耐震化事業を行うこと
で、施設の健全性を維持し、長期的かつ大規模な
改築や建て替えの時期などを適切にコントロールで
きます。このことで、施設のライフサイクルコスト
を最適化し、限られた予算の中で効率的な施設の
運営を実現することが可能になります。

10．物価高騰・材料調達難への対応
近年続く物価の高騰は、建設資材や人件費に大

きな影響を与えています。鉄鋼、セメント、石油製
品など、建設に不可欠な資材の価格が上昇してお
り、各種工事費用全体を押し上げています。さらに、

国際情勢の変動は原油価格や資源価格に影響を与
えますので、建設資材の価格をさらに押し上げる要
因となることがあります。特に最近では、FRP防水、
防食塗装、壁紙用の接着剤などに関する材料の出
荷制限が始まっており、これら資材の調達が困難に
なってきていると聞くことがあります。今後は必要
な材料がさらに手に入りにくくなったり、価格も高
騰したりするリスクが否定できません。このような
状況下で、早期に耐震補強を実施することは、将
来的なコスト上昇リスクや工事の遅延リスクを回避
し、限られた予算の中で効率的な施設運営を実現
するためにも極めて重要とも言えます。長期的な視
点で財政負担の軽減を目指すことも重要な要素なの
です。

11．持続可能なインフラ整備の一環
災害に強く、安定的に機能する下水道システム

は、都市の持続可能性を支える基盤となります。老
朽化が進むインフラの強靭化を図ることは、単なる
施設の補修にとどまらず、将来にわたって安全で安
心な社会を次世代に引き継ぐための投資でもありま
す。また、下水道終末処理場の耐震化事業を通じて、
災害に強い国土づくりに貢献し、社会全体のレジリ
エンスを高めることは、SDGsの目標11「住み続け
られるまちづくりを」に関係するものでもあります。

さいごに
下水道終末処理場の耐震補強工事は、社会全体

のインフラ整備における重要な要素です。単なる災
害対策にとどまらず、公衆衛生、都市機能、環境
保全、経済性、そして持続可能な社会の実現に不
可欠な戦略的投資であるとも言えるでしょう。
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下水道ソリューションパートナーとして

①地震に強い壁を構築するため、鉄筋を組みます。

②きれいに組んだ鉄筋の間隔を検査します。

③コンクリートの性能を試験します。

④コンクリート打設状況を確認します。

⑤ 開口部だったところに、あらたなコンクリートの壁（耐
震壁）ができました。

⑥壁（耐震壁）を塗装します。

⑦きれいに仕上がっているか、外観検査を行います。

■耐震補強工事�施工例
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１．はじめに
　日本下水道事業団（JS）では、省エネ化や創エ
ネ化、温室効果ガス排出量抑制による脱炭素化、
広域化・共同化の促進、下水道バイオマス資源の
利活用推進、下水道事業の持続性向上といった多
岐にわたる下水道事業のニーズや課題に対し、最
適な新技術を積極的に導入するため、平成 23 年
度より「新技術導入制度」を運用しています。本
制度では、これまでに 52 技術が選定されていま
す（うち、8技術は JS基準化。令和8年5月末時点）。
　本稿では、JS が民間企業との共同研究で開発
した技術で、令和 8年 3月 4日に新たに新技術Ⅰ
類に選定した「ボルト締結型グラスライニング消
化タンク」について、その概要と導入効果を紹介
します。

２．�ボルト締結型グラスライニング
消化タンク

【選定を受けた者】 
　株式会社神鋼環境ソリューション
【技術の概要】
　嫌気性汚泥消化タンク設備は、建設費、維持管
理費が大きく、施設規模によっては費用対効果が
見込めないため実施設での導入に至らないことが
課題の一つとなっています。
　本技術は、品質を確保しつつ嫌気性消化設備
の LCCを縮減することを目的に開発されました。

主な特徴は以下の 3 点です。
● タンク本体は、鋼板製パネルを「ボルト締結」
で組み立てる構造とし、「溶接」と比較し、施
工時の品質管理が容易で施工人工数が低減。
● パネルの組立は、「ジャッキアップ工法」を採
用することで、仮設資材が低減。
● パネルは、「高耐食性のグラスライニング」を
施すことで、タンク内面の防食塗装が不要とな
り維持管理費が縮減。
　本技術の対象範囲を図 1に示します。
【本技術の特徴】
［1］ボルト締結
　本技術では、鋼板をボルト締結してタンクを組
み立てます。本技術の組立において溶接、現地加
工等をする箇所はないため、建設工事において「溶
接工」が不要となります。ボルト締結施工は、溶
接施工に比べて、タンク組立に要する工数を削減
することができます。なお、ボルト締結部材は、
汚泥および消化ガスの漏洩を防ぐ構造となってい
ます（図 2）。その上で、パネル重ね部と気相部
にはシーリング材を塗布します。
［2］ジャッキアップ工法
　本技術では、タンク最上段のパネルを円筒に組
み立てた後、それをジャッキアップしつつ下段の
パネルを地上で組み立てる作業を繰り返して組み
立てていきます。溶接型の鋼板製消化タンクでは、
溶接作業用の足場がタンク内外に必要となります
が、本方法によりタンク本体の組立工程において

下水道技術の善循環を目指して

新規選定された新技術

ソリューション推進部
　ソリューション企画課

JS-
TECH
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足場が不要となります。
［3］高耐食性のグラスライニング
　本技術のパネル（タンク側板および天板）には、
グラスライニングを施します。グラスライニング
は、鋼材の強度とグラスの耐食性の両方を有した
複合材料で、従来は防食塗装を施していたタンク
内面の塗装施工が不要となります。グラスライニ
ングは、鋼材にグラスを吹き付け、焼成し、冷却
して製造されます（写真 1）。鋼材とグラスは熱
に対する伸びの特性が異なり、このことが、グラ
ス層の機械的強度向上にも寄与しています。
【適用条件】
　本システムを導入する場合の適用条件は、以下
の通りです。

⑴　施設規模：消化タンク容積　9,000m3 以下
⑵　対象汚泥：下水汚泥（初沈汚泥、余剰汚泥）
⑶　投入汚泥濃度：TS 6％以下
⑷　消化条件：中温消化
⑸　その他： 設置場所での気温条件を元に保温

厚さを検討 　 
また、沿岸部では塩害対応等を検討

【導入効果】
　パッケージ型鋼板製消化タンクとの比較におい
て、建設工事費（土木、電気工事を除く）で 2 割
～ 4割程度の縮減が見込める試算結果となりまし
た（タンク容量により縮減効果に差が出ます）。
また、タンク内面の防食塗装補修費用が不要とな
ることなどから LCCにおいても数％の低減が見
込める結果が得られました。今後の消化タンクの

図1　ボルト締結型グラスライニング消化タンク　技術の対象範囲

保温施工前のタンク外観

図2　ボルト締結部材

写真1　グラスライニングパネルの焼成状況
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更新事業や、従来技術で採算の合わなかった処理
場における新設事業では、検討の一つになると考
えています。

３．おわりに
　本稿でご紹介した新技術について、より詳しい
情報を JS のホームページに掲載しておりますの
で是非ご参照ください。また、今回紹介した技術

に関するご質問等がございましたら、お気軽に
JSソリューション企画課までお問い合わせくだ
さい。
URL: https://www.jswa.go.jp/new-technology/
E-mail: js-solution@jswa.go.jp
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J  S
研修紹介

下水道研修　講座紹介
経営コース　　『下水道の経営』
維持管理コ－ス『管きょの維持管理』

日本下水道事業団研修センター

　日本下水道事業団研修センターでは、「第一線で活躍できる人材の育成」を目標に、下水道のライフサ
イクルを網羅する、基礎、計画設計、経営、実施設計、工事監督管理、維持管理、官民連携の７コースに
ついて、基礎から専門的知識まで幅広く習得できる各種専攻を設定しております。
　JS 研修は、少人数のクラス編成としており、実習・演習等は研修講師を増やし、きめ細かい指導に努
めています。また、経験豊富な JS 職員に加えて、カリキュラムに精通した国及び地方公共団体等の職員、
民間企業の第一線で活躍する方を講師として迎え、最新の下水道行政や下水道技術の習得が可能となるよ
うにしています。
　本号では下記研修を紹介します。その他の研修につきましても、ホームページからご確認ください。
https://www.jswa.go.jp/kensyu/index.html

経営コース� 【戸田研修　地方公共団体職員対象】

下水道の経営　4日間
１．対 象 者 下水道事業の経営全般に関する基礎的な知識を習得しようとする職員
２．目　　標 下水道の経営について理解するとともに、多くの事例を通じ、経営に役立つ知識を習得する

ことができる

３．会　　場 戸田研修センター
４．研修開始日 令和 8年 10 月 6 日（火）12：50　開始予定
５．研修修了日 令和 8年 10 月 9 日（金）14：00　修了予定
６．受 講 料 130,600 円（税込）
７．募集開始日 令和 8年 7月 21 日（火）
８．募集終了日 令和 8年 8月 21 日（金）
９．標準カリキュラム

研修日 曜日 教科名 講義
時間 内　　　　　容

1日目 火

開講式 0.5 開講式及び教科内容の説明
下水道経営の現状と課題 2.0 下水道事業が直面する課題と今後の方向について

下水道事業の財政制度 1.5 下水道の建設、維持管理費用と財源及び受益者負担金制度、類似施
設との比較について解説

2日目 水
下水道関連法規 3.5 下水道法およびその関連法規について解説
下水道使用料算定等の基本的考え方 3.5 下水道使用料・受益者負担金算定の基本的考え方について解説

3日目 木
下水道事業における消費税 3.5 消費税の仕組み、課税区分、特定収入等、消費税の算定方法につい

て解説
受益者負担金制度 3.5 受益者負担金の基本的考え方について解説

4日目 金
公営企業会計の適用 3.5 経営・資産等の状況の正確な把握する財務諸表等について解説
修了式 0.5

・ 上記は標準的なカリキュラムであり、実施カリキュラムは予告なく変更する場合があります。
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維持管理コース� 【戸田研修　地方公共団体職員対象】

管きょの維持管理（第 2回）　12 日間
１．対 象 者 管路施設の維持管理を担当する職員
２．目　　標 管路施設の維持管理及び点検・調査計画、排水設備の設置、不明水対策等下水道整備区

域全般にわたる管路施設の適切な維持管理ができる
３．会　　場 戸田研修センター
４．研修開始日 令和 8年 11 月 9 日（月）12：50　開始予定
５．研修修了日 令和 8年 11 月 20 日（金）14：00　修了予定
６．受 講 料 198,400 円（税込）
７．募集開始日 令和 8年 7月 21 日（火）
８．募集終了日 令和 8年 8月 21 日（金）
９．標準カリキュラム

研修日 曜日 教科名 講義
時間 内　　　　　容

1日目 月
開講式，教科内容の説明 0.5 開講式及びオリエンテーション，教科内容の説明
下水道管きょの維持管理の要点 1.5 下水道管きょの維持管理の要点について解説
ディスカッション課題の事前検討 2.0 管きょの維持管理に関する諸課題についてグループで質疑・検討

2日目 火
管路施設の維持管理 3.5 管路施設の維持管理を概説し、現場で発生するトラブルの対応等維

持管理事例を解説
下水道関連法規 3.5 下水道法その他関係法の概説

3日目 水
管路施設の点検・調査計画 3.5 点検・調査・清掃等管路施設の維持管理計画策定の考え方について解説
管路施設の流下能力チェック演習 3.5 既設管路施設の流下算定手法の解説と演習

4日目 木
下水道台帳の作成と保管 3.5 下水道台帳の作成と保管及び予防保全に役立つ活用方法の解説

排水設備の設計演習 3.5 排水設備の設計演習並びに指導、検査方法および排水設備と管路施
設の維持管理との関わりについて解説

5日目 金

災害事例と対応 2.5 実際の災害事例とその対応について解説
管路施設の維持管理に関する最近の
課題 1.0 主に管路施設包括的民間委託など管路施設の維持管理に係わる最近

の動向を解説
下水管路における不明水対策 3.5 不明水調査の方法と、調査結果を定量化する手法の解説

8日目 月

管路施設の保全実務 3.0 他企業工事の立会い・切回し指導、更生工法を活用した再構築例、
住民苦情対応及び道路陥没等の災害発生時等の対応実務の解説

マンホールふたの点検調査 1.5 マンホールふたの点検調査について解説
効率的な点検調査に関する事例研究 1.5 管路施設の効率的な点検調査のための具体的手法を事例に基づき解説

ディスカッション課題の情報交換 1.0 管きょの維持管理に関する諸課題についてグループで検討した内容
についての情報交換

9日目 火
下水道管路の調査と劣化判定 3.5 下水道管路の劣化判定方法の解説と動画を用いた劣化判定実習
管路施設の点検調査機器の解説と実習 3.5 管路施設の点検調査機器の解説と機材を用いた実習

10 日目 水
管路施設の維持管理に関する技術開
発の動向 2.0 維持管理に係わる最新技術の紹介と技術開発の動向を解説

管路施設清掃の積算演習 5.0 管路施設のしゅんせつ・清掃の判定基準の解説と積算演習

11 日目 木
修繕・改築工法の概説 3.5 各種工法の概要、工法選定、各工法の施工時の注意点および修繕・

改築計画の策定等の解説
施設研修 3.5 マンホール蓋性能試験・管路水理実験施設における現地学習

12 日目 金
ディスカッション 3.5 管きょの維持管理に関する諸課題について、グループで検討した内

容の発表及び討議
修了式 0.5

・ 上記は標準的なカリキュラムであり、実施カリキュラムは予告なく変更する場合があります。
・ 管路施設の維持管理に初めて携わる方への最適なコースです。
・ 管路施設の点検・調査計画から住民対応まで、維持管理全般をマスターできます。

　各コースの詳細につきましては、地方共同法人日本下水道事業団ホームページ
（https://www.jswa.go.jp/kensyu/index.html）をご参照ください。
＜問い合わせ先＞日本下水道事業団　研修センター　研修企画課
　　　　　　　　電話：048-421-2692
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日本下水道事業団（JS）は設立当時から JICA
専門家として海外への派遣、訪日技術者への研修
など海外の下水道事業に対しても技術協力を行っ
てきました。この JSが行ってきた海外への技術
協力をより着実に実施し、さらに当時社会的な機
運が高まってきていた海外水ビジネスへの本邦企
業の展開への支援の期待に応えるため、平成 23
年 4 月に国際室が設置されました。その後、平
成 27 年 4 月には国際戦略室へ組織改編がありま
した。平成 30 年 8 月に「海外社会資本事業への
我が国事業者の参入の促進に関する法律」（いわ
ゆる海外インフラ展開法）が成立し、海外水ビジ
ネス参入を目指す日本の企業を直接支援する業務
（海外技術的援助業務）を行うこととなりました。

■本邦企業の海外展開支援
海外技術的援助業務では、事業を立ち上げると
ころから、完成した施設を維持管理するところま
で、様々な段階で本邦企業を支援することを目指
しています。例えば、本邦企業が、調査、計画策
定を行う際、公的機関である JSが業務に参加す
ることで相手国の方の信頼を得、日本の提案する
考え方、技術を納得・導入していただきやすくす
ることを目指しています。一方、下水道事業を始
めていただく、あるいは先ずは日本の技術を知っ
ていただくといった具体的な事業を始める前の活
動もあります。
近年では、JICAが支援する事業として東南ア
ジアを中心に下水道事業が実施され、現地で下水
道事業に参画される日本の企業も多くおられま

す。一方、東南アジア諸国の経済発展も進み、従
来の JICA支援ではなく、PPPといった新たな手
法による整備が期待されるようになり、より民間
企業同士の関係が重要になりつつあります。
このように環境が変化する中、JSとして引き

続き本邦企業を支援する手法を模索していまし
た。その中の一つが、本邦企業が関心を持ってい
る国との間にネットワークを構築し、日本の技術
を紹介できる環境を作っていこうというもので
す。以下に紹介するウズベキスタンでの活動はそ
のような考えから始まった活動です。

■ウズベキスタンの概要
ウズベキスタンは、中央アジアに位置する内陸
国です（図 1）。ソ連崩壊後の 1991 年に独立し、
独立直後から日本政府は、他の中央アジア諸国と
同様ウズベキスタンとの関係を重視し様々な活動
を行ってきました。昨年末には中央アジア 5カ国
の首脳が揃って来日、会談を実施するなど関係
は深まっています。様々な省庁が現地でワーク

国際戦略室長

猪 木　博 雅

特集　

JSの国際業務
～ウズベキスタン・タシケント　
� 建築土木大学と協力覚書締結～

図1　ウズベキスタンの位置
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ショップを開催するなど、一層の関係強化を目指
しています。
とは言え、実を言うと国際業務を担当する筆者
自身、特に印象がある国というわけではありませ
んでした。しかし、よく周りをみてみると旅行会
社でツアーが企画されていたり、旅行ガイド本が
販売されていたりと、シルクロードやイスラム文
化を体験できる旅行先として注目のエリアのよう
です。また、中央アジア最大の人口を抱える国で
もあります。独立当時は 2200 万人程度だった人
口は、昨年度には 3800 万人を超えるほど、急激
に増加しています。天然資源にも恵まれており、
今後の経済発展が期待されています。
首都タシケントには、日本から直行便で行くこ
ともできます。市内には地下鉄網が整備され、タ
シケントから高速鉄道も整備されています。1966
年の大地震でタシケントの街に大きな被害が発生
し、その後街並みが再建されたことから、街並み
はアジアというよりヨーロッパに近いという印象
です（写真 1）。

写真1　タシケント市内の街並み

食事については、中央アジアらしい料理を食べ
ることができます。スパイスがふんだんに使用さ
れており、羊肉、馬肉のハムといった日本であまり
食べない食材もあり、中央アジアに来たという印
象です。一方で、乾燥地域ではありますが、新鮮
な生野菜が提供される機会も多く、さらにお米料

理、うどんのような麺類も広く食べられており、日
本人としても親しみやすいと感じました（写真 2）。

写真2　�ウズベキスタンの代表的な料理・プロフ（炊
き込みご飯）

■ウズベキスタンの上下水道事情
中央アジアと言えば、多くの方が砂漠の広がる

ような乾燥した地域という印象を持たれるのでは
ないかと思います。確かにタシケントの平均年間
降水量は、約 200mmと非常に雨の少ない地域で、
国の中央から西部に渡って砂漠が広がっていま
す。一方で、ウズベキスタンの東部はヒマラヤか
ら続く山岳地帯の西の端にあたり、この地域に降
る雪が貴重な水源となっています。地図でこの地
域を見ると、国境が複雑に入り組んでおり、水源
確保が国の重要課題であったことがうかがえます。
ウズベキスタン全体での水道の普及率は約
70％です。タシケントの水道普及率は約 97％と
高く、現地滞在期間中も日本と変わらず水道を利
用することができました。
一方、下水道の普及率は低く約 18％です（2022
年）。人口約 300 万人のタシケントの普及率は
90％以上と高く、国内の処理人口の大半はタシケ
ント市民であると推測されます。ウズベキスタン
では、国が上下水道公社を設立し、海外からの資
金融資を受け、下水道の整備を進めています。一
方で、ソ連時代に建設された処理場は老朽化が進
んでおり、普及促進と並行して老朽化対策を行う
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必要もあります。さらに、下水道に汚水を排水
している人口は全体の 44％（つまり、処理施設
のない下水道管に汚水を流している割合が 26％）
もあり、下水道普及率以上に管きょは整備されて
おり、管きょの老朽化は処理場の老朽化以上に深
刻な課題と思われます。
令和 8年 1 月にウズベキスタンを訪問した際、
タシケント市の郊外で老朽化した処理場を建て替
えている現場を視察させていただきました（写真
3、写真 4）。アジア開発銀行の融資を受けたウズ
ベキスタン上下水道公社が発注した事業で、地元
の企業とトルコの企業が JVで施工しています。
施工中の施設を視察しましたが、処理能力は 13
万 m3/日となっていましたが、日本の感覚からす
ると施設規模が小さいと感じました。
それ以上に印象に残ったのが、この規模の処

理場でありながら引き抜いた汚泥を一時貯留する
ピットがあるだけでその他の汚泥処理施設が存在
しない点です。後日、首都タシケント、地方の大
都市サマルカンドの処理場をインターネット上の
地図で探してみましたが、同じように汚泥処理と
思われる施設は無く、場内に貯留（放置）されて
いるように見えました（写真 5）。定期的に汚泥
は場外で処分されているのではと想像しますが、
もう少し効率的な方法を提案してみたいと感じま
した。

写真5　�サマルカンド市の処理場（写真左側に汚泥を
貯留する施設が見える）

ウズベキスタンで下水道法に該当する法律は
「飲料水の供給及び排水の排出に関する法律」と
いう法律です。国、自治体、事業者、消費者の権利、
義務などが記載されていますが、日本との最も大
きな違いは、上下水道事業を自治体の責務として
おらず、国が認可した事業者が上下水道事業を行
うこととなっている点です。PPP 事業が原則の
ように感じます。1月にウズベキスタンを訪問し
た際も、リゾート施設にある小規模組み立て式処
理場を視察させてもらいました（写真 6）。費用
回収しやすい環境であればともかく、地方部にな
ると事業の採算性が悪化すると考えられることか
ら、ウズベキスタン全土の汚水処理をどのように
進めていこうとされているのか気になります。

写真3　�建替中の沈殿池（奥に老朽化した既設処理場
が見える）

写真4　建替中の消毒槽
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■�タシケント建築土木大学の概要と
覚書締結
タシケント建築土木大学は、1991 年に同じ国

立大学であるタシケント工科大学から、土木、建
築部門が独立する形で設立された大学で、4つの
学部で約 8000 人の学生が学んでいます。国とし
ても上下水道の整備に力が入っているようで、最
近キャンパスを移転し、校舎も新築されるなど大
学への期待が大きいと感じます。大学との関係は、
令和 7年 9月にウズベキスタンの下水道事情を調
査するためにウズベキスタンに渡航した際、大学
を訪問する機会を得ました。我々は、ウズベキス
タンの下水道事情を聞かせていただければという
ぐらいの気持ちでしたが、大学側より協力覚書締
結の提案があり、その後協議を進め覚書締結に至

りました。覚書の締結のため、令和 8 年 1 月 22
日にタシケント建築土木大学内で調印式を行いま
した。式典には、大学からは Abdukabilovich（ア
ブドゥカビロビッチ）学長、JSからは黒田理事
長が出席しました（写真 7）。
大学を訪問した際、キャンパスを見学させてい
ただきましたが、様々な企業が実習装置、自社の
資材を提供し、学生の学びを支援していました（写
真 8、写真 9）。日本でいうところの研究室の視察
は行っていない中での印象となりますが、大学と
して研究よりも人材育成に重点をおいているとい
う印象を持ちました。覚書の調印式の際、学長か
ら大学について紹介いただいた際にも、日本の建
築会社も、寄付講座を設け人材の囲い込みを行っ
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写真7　�MOU 調印式（左から、Abdukabilovich
タシケント建築土木大学学長と、JSの黒田
理事長）

写真8　企業から提供された実習装置

写真9　企業から提供された実習用資材

写真6　�リゾート施設に導入されている組み立て式水
処理施設
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特　集

■ �JSのウズベキスタンでの�
今後の活動
今回、タシケント建築土木大学と覚書を締結
しましたが、この覚書に基づく具体的な活動はこ
れから協議のうえ決定していく予定です。6月に
は大学の方に来日いただき、具体的な活動を協議
しました（写真 10）。また、来日に併せ日本 SPR
工法協会、埼玉県下水道公社、東京都下水道局の
ご協力をいただき、管更生技術の紹介、日本での
汚泥処理施設、再生水処理施設などを視察してい
ただきました（写真 11、写真 12、写真 13）。初
めて見る施設も多かったのか、熱心に質問をされ
ていました。
日本の下水道事情を説明し、ウズベキスタン側
の関心事項を確認すると、汚泥処理、臭気対策、
施設の適切な管理などが挙がりました。公共事業

の発注機関であれば、本邦企業の技術を前面に押
し出していきたいところではありますが、今回は
情報の発信先が学生です。いきなり商品を見せる
のではなく、日本の下水道のしくみを知っていた
だくところから始める考えです。大学側からも大
学のイベントでの講演、来年度の授業で講義して
欲しいなど具体的な発信方法について様々な提案
を受けました。これからどのように具体化するか
さらに協議を進めていきます。
先の長い話ではありますが、講演や日本での施

設視察等を通じ、日本の下水道事情を学んだ学生
が、ウズベキスタンの下水道業界で活躍し、日本
の考え方で処理場を作りたいので日本の技術を導
入してみたいと思ってもらえる、さらには日本の下
水道業界で活躍いただく、そのような未来が来る
ことを目指し、少しずつですがウズベキスタンの
方々との関係を強化していきたいと考えています。

写真10　今後の活動についてJS本社で協議しました 写真12　�日本の下水処理施設を視察（荒川水循環セ
ンター）

写真11　�大口径に対応した管更生技術を紹介（日本
SPR工法協会）

写真13　�再生水処理施設などを視察（芝浦水再生セ
ンター）
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１．�目標ゴール11「住み続けられる
まちづくりを」と下水道の関わり

SDGs 目標 11「住み続けられるまちづくりを」
は、包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）な都
市及び人間居住の実現を目指す目標です。都市は
人々の暮らしや経済活動を支える一方で、インフ
ラ老朽化や災害リスクへの対応、人口減少・高齢
化など、多様な課題を抱えています。特に日本では、
近年の豪雨災害や地震被害に加え、高度経済成長
期に整備されたインフラの更新時期を迎えており、
都市を支えるライフラインの維持・強靭化がます
ます重要になっています。下水道もまた、24時間
365日絶え間なく生活や衛生を支える基盤として、
持続可能なまちづくりに欠かせない存在です。
そこで今回は、日本下水道事業団（JS）の事業
統括部の西部長、ソリューション推進部の神宮部

長に、SDGs 目標 11と下水道の関わりについて
お話を伺いました。

２．都市を支えるJSの取り組み
JSでは、下水道施設の計画・設計・建設・維
持管理に至るまで、自治体の下水道事業を幅広く
支援されています。地震・津波対策、浸水対策な
ど老朽化した施設の更新、さらには災害発生時の
迅速な復旧支援まで、下水道事業のライフサイク
ル全体を支援していることが特徴です。
現在、全国には約 50 万 kmの下水道管路、約
2,200 箇所の処理場が存在し、今後は老朽化が進
んだ施設の更新需要がさらに高まるといいます。
また、印象的だったのは、自治体ごとの課題に応
じた柔軟な支援です。
例えば、浸水対策では河川事業と連携しながら
排水能力を高める事例や、施設更新において新技
術を導入する取り組みも進められていました。中
でも、汚泥由来繊維を活用した脱水効率向上の事
例では、従来よりも汚泥搬出量を削減し、効率化
と環境負荷低減の両立を実現していることを知り

基幹業務

調査・
計画

エリア、汚水量、処理方法、
管渠のルートの設定等の
計画を策定

建設・改築
施設の建設、
老朽化している
施設の改築工事

設計

計画で定めた施設の設計

・経営

維持
管理

あらゆるフェーズに
JSの役割あり

施設の維持管理の
履行監視、
下水道事業の経営に
関するアドバイス

ライフサイクル全般にわたる支援

6ライフサイクル全般にわたる支援 西部長（左）と神宮部長（右）にインタビュー

2025ミス日本
「水の天使」

高 坂　実 優
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ました。こうした技術開発は、企業・自治体のみ
ならず研究機関とも連携しながら進められてお
り、産学官が協力し社会課題の解決に努められて
いました。
さらに、処理場管理の際の自然との共生を意識
した取り組みとして、場内の草地管理の一環でヤ
ギを活用する事例についても伺いました。小学生
の社会科見学における憩いの場とも伺いました。
単なる維持管理に留まらず、地域との接点づくり
や環境意識の醸成にも繋がる取り組みであり、下
水道事業がインフラ管理だけではなく、地域社会
との関係性の中で支えられていることを実感しま
した。

３．災害前からの備え
今回の取材の中で、私は「災害も老朽化も、こ
れまで十分に経験してこなかった不確定要素が多
い中、どのように今後の指針を決めているのです
か」と質問しました。その際、「災害後の復旧支
援はもちろんのこと、被害を未然に防ぐことも
JSの任務」と話されていたのが印象的でした。
実際に JSでは、施設の耐水化や施設更新時の

リスク分散など、被害を受けても機能を止めない
ための仕組みづくりが進められています。そのひ
とつが昨年取材で伺った栃木県真岡市にある JS技
術開発実験センターの「可搬式水処理施設」です。

可搬式水処理施設は大規模地震や豪雨災害など
により下水道施設が被災した際、被災地へ運搬・
設置し、生活排水を処理するための設備です。実
際に真岡市で設備を見学した際には、コンパクト
でありながら高い処理能力を備え、限られた条件
の中でも衛生環境を維持するための工夫が数多く
施されていることに驚きました。被災後に迅速な
支援を行うためには、平時から機材の整備や運搬
体制の構築、技術検証など、多くの準備が積み重
ねられていることを知ったからです。災害が起き
てから対応するのではなく、被害を想定し、迅速
に復旧できるよう備え続ける姿勢こそが、住民の
暮らしを支えているのだと感じました。
また、可搬式水処理施設は、災害時においても
衛生環境を守り、生活の継続性を支える存在です。
水洗トイレや生活排水処理は、普段は当たり前の
ように感じられますが、災害時には生活再建や健
康維持に直結する重要な基盤となります。
今回のお話を通じて、復旧支援とは単に設備を
元に戻すことではなく、人々が安心して暮らせる
環境を取り戻す営みであることを改めて実感しま
した。そして、その背景には災害 ｢後｣ への対応
に加え、災害 ｢前｣ から備え続ける技術開発や体
制づくりがあることを学びました。

可搬式水処理施設（真岡市・JS技術開発実験センター）
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４．今回の取材を通して
今回の取材を通じ、下水道分野では、「壊れて

から直す」のではなく、老朽化や災害を想定し、
事前に備える考え方が重視されていることを改め
て再認識しました。私は、現在大学院で自動車用
防振ゴムの性能向上に向け、シミュレーション解
析を用いて振動特性を予測する研究に取り組んで
います。解析では、故障や性能低下が起こる前に
要因を把握し、より良い設計へ反映させることが
重要です。不確定要素が多い中でも 24 時間 365

日動き続ける社会インフラだからこそ、過去の経
験だけに頼るのではなく、技術やデータ、現場知
見を組み合わせながら将来を予測し、未然に防ぐ
視点が求められているのだと感じます。機械工学
を学ぶ修士学生としても、予測や解析を通じて社
会課題の解決に貢献する技術の重要性を改めて実
感しました。

お話を伺ったお二人と一緒に

みず☆すまし
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「令和８年度組織再編」に
ついてトピックス

経営企画部　総務課

１．はじめに

日本下水道事業団（JS）は、昭和47年の設立以来、
下水処理場やポンプ場などの根幹的施設の建設を
通じて、日本の下水道普及・整備に貢献してまい
りました。そのような中、組織体制についても、
事業環境の変化等に応じて、時代に合った体制を
構築してきました。
このたび、令和 8年 4月 1日をもって、全国の

組織体制について東西 2拠点に集約する組織再編
を実施しました。本稿では、これまでの JSの組織
再編の経緯を振り返るとともに、令和 8年度組織
再編の背景や概要等についてご紹介いたします。

２．これまでの組織再編の経緯

JSのこれまでの組織再編の変遷について、まず、
簡単にご紹介いたします。
昭和50年に前身の下水道事業センターが日本下
水道事業団に改組されて以来、業務の重点が下水
道に関する技術援助から根幹施設の設計・建設に
移行したことにより、東京・大阪両支社－各都道
府県に設置された工事事務所の体制で事業を実施
してきました。このうち実施設計業務は、県ごと
の設計の考え方、積算方法等の整合性を図る目的
で、東京・大阪両支社の設計課が中心となり、土木、

建築、機械、電気の技術者を配置し、各課が一連
の業務を担当する地域担当課制としました。
平成 11 年には、期間、予算、品質などについ
て一定の制約のもとで委託された施設を目標通り
完成させるために、投入される人や時間、情報な
どの資源を体系化、組織化するとともに、実施の
調整を行うプロジェクトの運営方式として、プロ
ジェクトマネジメント（PM）制を、東京・大阪
両支社の実施設計及び建設部門に導入しました。
プロジェクトの運営全般の計画策定や計画に基づ
く運営の責任者であるプロジェクトマネジャー
（PMR）と専門技術者によるプロジェクトチーム
編成により、施設の引き渡しまで一貫して業務を
遂行することとなりました。
平成 15 年には地方共同法人となり、お客様第
一の経営、自立的な経営、地域密着の組織形態を
中期経営改善計画において打ち出し、平成 16年度
から、現場密着型の理念に基づき、支社を廃止し、
事業実施部門として新たに全国 7つのブロック単
位に総合事務所を設置しました。東京・大阪両支
社に配置されていた PMRについては、総合事務
所に PM室を設置して配置し、JSに対する地方公
共団体からの要望等に的確かつ迅速に対応できる
ように配慮しました。また、東京・大阪両支社と
北海道、東海、北九州の 3 事務所で担当してきた
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府県に設置された工事事務所の体制で事業を実施
してきました。このうち実施設計業務は、県ごと
の設計の考え方、積算方法等の整合性を図る目的
で、東京・大阪両支社の設計課が中心となり、土木、

建築、機械、電気の技術者を配置し、各課が一連
の業務を担当する地域担当課制としました。
平成 11 年には、期間、予算、品質などについ
て一定の制約のもとで委託された施設を目標通り
完成させるために、投入される人や時間、情報な
どの資源を体系化、組織化するとともに、実施の
調整を行うプロジェクトの運営方式として、プロ
ジェクトマネジメント（PM）制を、東京・大阪
両支社の実施設計及び建設部門に導入しました。
プロジェクトの運営全般の計画策定や計画に基づ
く運営の責任者であるプロジェクトマネジャー
（PMR）と専門技術者によるプロジェクトチーム
編成により、施設の引き渡しまで一貫して業務を
遂行することとなりました。
平成 15 年には地方共同法人となり、お客様第
一の経営、自立的な経営、地域密着の組織形態を
中期経営改善計画において打ち出し、平成 16年度
から、現場密着型の理念に基づき、支社を廃止し、
事業実施部門として新たに全国 7つのブロック単
位に総合事務所を設置しました。東京・大阪両支
社に配置されていた PMRについては、総合事務
所に PM室を設置して配置し、JSに対する地方公
共団体からの要望等に的確かつ迅速に対応できる
ように配慮しました。また、東京・大阪両支社と
北海道、東海、北九州の 3 事務所で担当してきた
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実施設計業務については、東日本設計センターと
西日本設計センターを新たに設置して集約しまし
た。この組織体制の下で令和 7年度まで全国での
事業を展開してまいりました。

３．令和８年度組織再編の背景

近年、下水道事業の中心が下水道施設の新設か
ら、既存施設の老朽化に伴う再構築へ移行し、事
業自体がより複雑化してきました。また、人口減
少や共働きの増加など社会情勢が変化していく
中、JSにおいても、人材確保に努めているところ
ですが、JSがより魅力ある組織となることが必要
となっています。さらに、国土強靭化や官民連携
の導入、脱炭素化など政策ニーズの多様化が進む
中、下水道事業を取り巻く環境は大きく変化して
います。
こうした複雑な事業に対応するため、マネジメ

ント力を強化することが不可欠であり、組織体制
の強化と人材育成が喫緊の課題となっています。
その上で設計品質のさらなる向上を推進していく
必要があります。
JSでは、これらの課題を解決し、地方公共団体
の皆様に、より質の高いかつ迅速なサービスを提
供するため、組織体制の強化と組織の活性化を目

的とした「JSトランスフォーメーション」を推進
することといたしました。

４．組織再編の概要

「JSトランスフォーメーション」の重要な第一
歩となる組織再編の取り組みとして、令和 8年 4
月に事業実施部門を従来の全国 7箇所の総合事務
所から、東京を拠点として東日本の事業を管轄す
る「東日本支社」と、大阪を拠点として西日本の
事業を管轄する「西日本支社」の東西2拠点に設置・
集約しました。

東西 2拠点に集約する目的は、大きく次の 3つ
となります。
１．プロジェクトマネジメント（PM）の強化
 　複雑化する事業に的確に対応するため、PM
部門を東西 2拠点に集約し、専門的な事業ノウ
ハウの共有と人材育成を推進し、より質の高い
事業運営を実現。
２．設計品質の向上
 　PM部門と設計部門を東西 2拠点に集約し、
両部門の連携を強化し、ニーズに迅速かつ的確
に応え、設計品質のさらなる向上を実現。
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３．業務効率化と迅速な対応
 　バックオフィス業務等を東西2拠点に集約し、
業務の効率化を進め、一層迅速で、きめ細かな
サービスを提供。

PM部門について、これまで 7 総合事務所で対
応していたものが 2 拠点に集約することにより、
既存の人員の中で、専門的な事業ノウハウを共有
しやすくなるとともに、若手職員への事業ノウハ
ウの継承を通じてより充実した人材育成を図るこ
ととしています。また、事業量の変化や新たな事
業ニーズに対しても、より柔軟に対応できること
が期待されます。
また、設計部門については、これまでも技術
力の集約の観点から、東日本・西日本両設計セン
ターにおいて担ってきたところですが、今般の組
織再編において、PM部門を東西 2拠点に集約す
ることにより、今まで以上に両部門の連携を強化
し、地方公共団体のニーズに迅速かつ的確に応え
つつ、設計品質のさらなる向上を図っていくこと
としています。
東西 2拠点の集約化により、バックオフィス業
務等の効率化を図ることに加え、育児や介護など

職員のライフステージにあわせた勤務をより行い
やすくなることにより、JSの職場環境の向上も図
ることが可能となります。

東西支社には、以下の 3つの主要部門を配置し
ています。
・�事業部：総務・会計等事務全般、工事・設計等
の発注、施工管理、維持管理等に関する技術的
援助を担います。
・�プロジェクトマネジメント部（PM部）：プロジェ
クト管理、受託調整、協定締結を担当し、建設
プロジェクトを計画段階から実施設計・建設ま
で一気通貫で管理します。
・�設計部：実施設計、工事発注に関する積算、ス
トックマネジメント計画や耐震診断等に関する
技術的援助を担います。
また、地域密着型の業務運営を継続するため、
東日本支社には「北海道事業部」「東海事業部」、
西日本支社には「九州事業部」を設置します。こ
れらの地域事業部の業務・拠点は従来の総合事務
所から引き継ぐものであり、全国各地に配置して
いる県単位の事務所と合わせて地理的・地域的条
件を踏まえた合理的かつ効率的な施工管理体制を

東日本
設計センター

企画調整課

【R8.3までの旧組織体制】

【R8.4以降の新組織体制】
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３．業務効率化と迅速な対応
 　バックオフィス業務等を東西2拠点に集約し、
業務の効率化を進め、一層迅速で、きめ細かな
サービスを提供。

PM部門について、これまで 7 総合事務所で対
応していたものが 2 拠点に集約することにより、
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ウの継承を通じてより充実した人材育成を図るこ
ととしています。また、事業量の変化や新たな事
業ニーズに対しても、より柔軟に対応できること
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つつ、設計品質のさらなる向上を図っていくこと
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東西 2拠点の集約化により、バックオフィス業
務等の効率化を図ることに加え、育児や介護など

職員のライフステージにあわせた勤務をより行い
やすくなることにより、JSの職場環境の向上も図
ることが可能となります。

東西支社には、以下の 3つの主要部門を配置し
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・�事業部：総務・会計等事務全般、工事・設計等
の発注、施工管理、維持管理等に関する技術的
援助を担います。
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で一気通貫で管理します。
・�設計部：実施設計、工事発注に関する積算、ス
トックマネジメント計画や耐震診断等に関する
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また、地域密着型の業務運営を継続するため、
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維持していくこととしています。

５．東日本・西日本両支社の発足式

発足式の両支社長の挨拶の中で取り組むべき目
標を示していますので、ご紹介させていただきます。
東日本支社の佐々木支社長は、今回の組織再編

を「未来に向けた大きなチャレンジ」と位置づけ、
下水道を取り巻く環境の変化や自治体が抱える人
材不足といった課題に応えるため、事業部・PM部・
設計部・北海道事業部・東海事業部がワンチーム
で連携し、効率的かつ質の高いサービスを継続し
て提供できる体制の構築を目指すことを表明しま
した。
西日本支社の細川支社長は、下水道事業を取り

巻く厳しい状況（老朽化に伴う事故の発生、激甚
化する自然災害への対応など）を踏まえ、新しい
組織が地域に根差した業務を継続するとともに、
地域支援拠点となるため、本質的な業務を見出し、
DX技術の積極的活用、設計EMR（専門技術者を

総括して設計管理を行う責任者）の試行や PMR
人材の育成など、業務の効率化・変革化を推進す
る考えを表明しました。

６．むすびに

今回の組織再編は、今後さらなる複雑化・高度
化が見込まれる下水道事業のニーズに迅速かつ的
確に応え、かつプロジェクトの品質向上を目指す
上で必要不可欠なプロセスとして位置づけていま
す。また、職員一人一人が活き活きと働き続ける
ことができる職場環境を実現し、その能力を最大
限に発揮できる魅力ある組織を創出することとし
ています。
今後とも、下水道事業を通じて地域の豊かな生

活と持続可能な社会の実現に貢献してまいります
ので、ご理解、ご協力を賜りますようお願いいた
します。

佐々木東日本支社長 細川西日本支社長
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令和7事業年度の
事業概要等トピックス

経営企画部　経営企画課　会計課

日本下水道事業団では、6月の評議員会にて令

和 7 事業年度決算について報告し承認されまし

た。ここでは、その概要について紹介します。

１．令和7事業年度の事業概要等

（1）概要

令和 7事業年度は、第 6次中期経営計画（2022

年度～ 2026 年度）の 4 年目となりましたが、「下

水道事業の課題解決支援（下水道ソリューション

パートナー）」「下水道事業の変革を牽引（下水道

イノベーター）」「下水道事業全体の基盤づくり（下

水道プラットフォーマー）」の 3つの役割で一層

の役割・機能を果たすべく、取組を進めました。

その際に重視したのは、業務全般にわたる生産

性・効率性・創造性の向上と、地方公共団体をは

じめとした関係団体・民間企業との共創の実現で

す。また、発足以来蓄積された技術力・人材力・

マネジメント力等の強みを総動員し、役職員一丸

となって地方共同法人としての業務に取り組みま

した。

令和 7事業年度における各事業の実績は次のと

おりです。

①　受託事業

　 　受託事業は 307 団体 475 箇所の建設工事を

支援し、再構築事業について計画策定から設

計・建設までトータルサポート。

　 　地震・津波対策、雨水対策についてハード・

ソフト両面から支援。また、創エネルギー化・

省エネルギー化等を支援。

②　面整備、特定下水道工事

　 　面整備事業を 1 団体で、特定下水道工事を

1 団体で実施。

③　技術援助事業

　 　311 団体に対し地方公共団体の実情を反映

した効率的な計画策定、ストックマネジメン

トの導入等の支援を実施。また、持続可能な

下水道事業を実現するための総合的な事業経

営支援（6 団体）、官民連携（PPP）事業に

おいて、コンセッション事業のモニタリング

支援（2 団体）、水の官民連携（ウォーター

PPP）の導入可能性調査の支援（50 団体（国

土交通省のモデル都市支援団体を含む））を

実施。

④　災害支援

　 　令和 7年度の災害支援に関する実績として

は、8 月 6 日～ 12 日にかけて広範囲で大雨

が降り続き全国各地で浸水被害が発生した中

で、石川県津幡町と福岡県新宮町の各浄化セ

ンターにおいて、JSが被災調査から災害査
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定に至るまで支援。また、委託団体の下水道

施設が被災した場合に災害支援協定に基づい

て JSが保有する可搬式水処理施設や排水ポ

ンプを貸付する支援制度を運用開始。

⑤　研修事業

　 　派遣団体のニーズや国の施策動向を踏ま

え、専攻の新設及びリニューアルを行い研修

の充実を図るとともに、対面集合研修、地方

研修、WEB（オンライン・オンデマンド）研修、

派遣・個別課題研修など、多角的な研修運営

をした結果、公務員研修で 2,480 名、民間研

修で 251名、合計2,731名に対する研修を実施。

⑥　試験研究事業

　 　JS 技術開発・活用基本計画 2022（2022 年

度～ 2026 年度）に基づき、脱炭素化の実現や、

水処理・汚泥処理の低コスト化、下水道資源

利活用の拡大、ICT・AIによる処理場管理

の効率化に貢献する技術の開発・活用を目的

とする基礎・固有調査研究を推進。また、水

処理能力増強技術に係る共同研究の実施、好

気性グラニュールによるダウンサイジング可

能な下水処理技術実証研究（AB-Crossプロ

ジェクト 実規模実証）の実施等の技術開発

を行った。

⑦　国際展開

　 　「海外社会資本事業への我が国事業者の参

入の促進に関する法律」（平成 30 年 8 月）を

受けて、AWaP 参加国等を対象とした下水

道普及方策検討業務を国土交通省から受託す

るなどして実施。また、カナダにおいて小規

模処理施設の技術確認を実施。

⑵　令和 7事業年度事業計画の実施状況

令和 7 事業年度の受託業務の実施額について

は、令和 7事業年度事業計画において終末処理場

等の建設事業（以下「受託建設事業」という。）

223,961 百万円、特定下水道工事に係る事業 38

百万円、技術援助事業 16,000 百万円、維持管理

事業 1,550 百万円を見込んでいたものの、厳しい

財政状況の中で緊急性の高い事業に絞り込んで

実施されたことにより、受託建設事業は 26,334

百万円減となる実施額 197,627 百万円、特定下水

道工事に係る事業は 3 百万円増となる実施額 41

百万円、技術援助事業は 4,068 百万円減となる実

施額 11,932 百万円、維持管理事業は 140 百万円

減となる実施額 1,410 百万円となりました。

２．令和7事業年度決算の状況

日本下水道事業団においては、その財政状態及

び経営成績を明らかにするため、財産の増減及び

異動並びに収益及び費用をその発生の事実に基づ

いて経理しています。

令和 7 事業年度の経常費用は 212,444 百万円、

経常収益は 212,449百万円、臨時損失は 28百万円、

当期純損失は 23 百万円となっています。

（注）単位未満は切り捨て

損益計算書における経常損益の推移
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出向者PMRとして　

【札幌市から出向】

� 東日本支社　北海道事業部

� 施工管理課　　 　

平�塚　重�広

●業務内容

私は令和 6年 4 月から日本下水道事業団（JS）
の北海道事業部施工管理課に勤務しています。
施工管理課に所属していますが、プロジェクト
マネジメント課と併任しており、現在は専らプロ
ジェクトマネージャー（PMR）として、道内の
自治体の窓口や事業管理を行っています。
出向元の札幌市では、下水道施設の計画から設
計、工事や維持管理まで幅広く携わっていました
が、JSではさらに小規模処理場やし尿処理場と
の統合などに携わり、下水道事業に関する知見を
広げることができています。
また北海道事業部は、職員 23 人の内、札幌市
や北海道庁などの OBの方が 12 人であり、職場
の平均年齢も 60 歳以上と先輩が多く、身近で下
水道の技術やノウハウを学ぶことができ、技術力
を向上させることができる職場だと感じています。
私が担当する北海道は、イメージどおり、「でっ
かいどー」で、夏は涼しく、冬は厳しいのが特徴
です。大雪のときは、交通機関が麻痺し、想定外
の長時間ドライブで、つらいときがあります。た
だ大変なことばかりではなく、道中で出会うエゾ
シカ、キタキツネ、タンチョウなどの野生動物に
癒され、道内を回るのが楽しみでもあります。
話は業務に戻りますが、私のように自治体の出
向者が PMRをすることは、通訳と似ていると思

うことがあります。大げさかもしれませんが、「自
治体の行政用語」と「下水道の専門用語」の異な
る言語を使用する者同士で話をすると、食い違う
ことがあります。互いに齟齬なく理解できるよう、
間に入り、コミュニケーションの手助けをするこ
とが、両方の言語を扱っている「出向者 PMR」
としての役割だと考えています。
最後に、札幌市の下水道事業は今年で 100 周年
を迎えます。先人達が築き上げてきた下水道を次
の 100 年に確実に引き継げるよう、引き続き、JS
で新たな知識や経験の習得に努めていきます。

●札幌市の魅力

札幌市は石狩平野の南西部に位置し、新千歳空
港から列車で、1時間ほどのところにあります。
中心部には大通公園やすすきのの歓楽街がある一
方、すぐそばには豊平川や藻岩山などの豊かな自
然が広がり、都市と自然が調和しているところが
魅力です。また、ラーメン、ジンギスカン、スー
プカレー、新鮮な海鮮物、最近はシメパフェなど、
「食の宝庫」としても人気があります。
私は札幌市電で通勤していることもあり、市電
から見える風景や市電沿いのお店に行くことが好
きです。札幌市にお越しの際は、市電の中で、ゆっ
たりと時間の流れを感じながら、「下水道の未来」
に思いを巡らせてみてはいかがでしょうか。

出向者
コラム こんな仕事をしています

札幌市電の風景
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JSに出向して
【�大阪市から出向】

� 西日本支社　事業部 　

� 運用支援課　　 　

森�本　　�圭

●担当業務について

私は大阪市から出向している水質職で、西日本
支社事業部運用支援課に所属し、主に包括的民間
委託支援を担当しています。包括的民間委託は水
の官民連携の一形態であり、新規建設から更新、
維持管理へと施策がシフトする中、日本下水道事
業団（JS）の今後の目玉事業であるウォーター
PPPと並ぶ重要な業務と言えます。そのような
業務を代々大阪市の出向水質職で担当させていた
だき、大変光栄に思います。
包括的民間委託支援のメニューには主に①導入
事前検討、②契約手続支援、③契約履行監視、④
施設機能確認、⑤導入効果検証があります。要望
が多い③契約履行監視では、維持管理受託者が要
求水準書等に則り適正に業務を履行しているか第
3者の目から評価しています。
要求水準のうち放流水質は結果が数値で表れる
ので評価しやすくはありますが、本来はその水質
に至るプロセスが善良な管理者として適切である
か評価するのが理想です。そのために水質職がこ
の業務に充てられているのでしょうが、私の実力
が至らず日々難儀しております。放流水質等の適
合確認だけなら団体で履行監視できるのに敢えて
経費をかけて JSに支援を求めるのは、JSが技術
的助言も含めて親身に団体に寄り添ってきた実績
を信頼し、期待しているからだと思います。包括
的民間委託支援は建設事業と異なり結果が完成品

の形で目に見えませんが、JSのブランドを傷つ
けないよう、微力を尽くしていきたいと思います。

●大阪市について

大阪市は約 225 km2の面積に約 280 万人がひし
めく西日本最大の都市で、下水道も豊臣秀吉の時
代の背割下水に始まり、近代では 1894 年から整
備された古い歴史を持ちます。マイナーな水質職
も 50 人以上在籍しております。これほどの規模と
歴史を持つ下水道事業は稀有であり、そのため JS
に出向して、大阪市では当然だと思っていたこと
がそうではないと気づかされることが多いです。
例えば大阪市はほぼ合流式で整備されています
が、私の担当する団体では合流式は殆どありませ
ん。大阪市では施行令基準に適合する条件での採
水のため何度も採水を繰り返したり、直接放流先
の河川における苦情のため水質調査を行ったり
と、様々な問題とその対応がありました。また、
大阪市は閉鎖性水域に面するため総量規制が厳し
く、C値超過でも報告書、L値超過しようものな
ら事故調査委員会ものであり、超過を避けるべく
24 時まで 1 時間毎に負荷量計算と薬品投入等を
行う水質職もいましたが、私が今担当している団
体ではむしろ漁業者からの窒素排出要請が厳しい
など、今までの価値観が崩れそうにさえ思えます。
国でも新しい水質管理のあり方が議論されており
ます。大阪市でも水質職には新しい役割が求めら
れることと思いますが、そこで JSでの経験が役
立てられれば幸いと存じます。

今も現役で使われている太閤下水
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管きょの維持管理コースを
受講して

茨木市　建設部　下水道施設課

武 内　賢 太

■はじめに
この度は、「季刊水すまし　令和 8年夏号」の
研修生だよりへの寄稿依頼をいただき、大変光栄
に思います。今回、「管きょの維持管理コース」
の研修中の雰囲気や研修生活の様子、受講して特
に良かったことについて、私なりにご紹介させて
いただければと思います。

■自己紹介
当市は、文化交流施設「おにクル」が開業し賑

わいを創出しています。また、北部の安威川ダム
周辺には、日本一長い遊歩道が整備された「ダム
パークいばきた」があり、アウトドアも楽しめる都
市機能と豊かな自然が調和した魅力的な都市です。
私が所属する下水道施設課は、「管理」「計画」

「工務」「水路」と 4つの係に分かれており、その

研 修 生
だ よ り

開講式
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中の「管理」係に配属されました。管理係は、公
共下水道の維持管理、点検調査、修繕、下水道台
帳システムの管理、市民の相談対応など、既設公
共下水道の管理業務を行っています。
公共下水道の維持管理は、老朽化、不明水、自
然災害対策などの多くの問題に対し、解決策を出
す必要があります。本研修は、下水道に関する基
礎知識を学ぶだけでなく、維持管理に焦点を当て
た内容を知ることができ、現在抱えている下水道
維持管理に関する問題の解決につながると考えた
ため、受講を決意した次第です。

■研修生活の紹介
本研修は、令和 7 年 11 月 10 日～ 21 日の約 2
週間行われ、北は北海道、南は熊本県まで、全国
各地から研修を受けに来る人がいました。関西出
身の私としては、お笑いの話題で期待されてしま
うのではないかと、正直なところ少し身構えてお
りました。しかし、蓋を開けてみれば、皆様が
とても気さくで優しい方ばかりで、全くプレッ
シャーを感じることもなかったため、終始リラッ
クスして研修を受けることができました。
研修後は、談話室に集まり、仕事だけでなく、

趣味の話をするなど、普段関わることのない他自
治体の方と交流することができ、大変貴重な経験
をすることができました。

■研修内容について
本研修は、2週間を通して下水道管きょの維持

管理の要点・法規、効率的な点検・調査手法、修

繕・改築方法、設計積算を座学だけでなく施設で
の実演を通じて体系的に学びました。特に、劣化
判定におけるばらつきの問題や、地震・液状化対
策としての新工法など、実務に直結する専門知識
を深めることができました。
また、他自治体の方とのディスカッションでは、
点検精度の課題、人材不足、不明水対策、マンホー
ル蓋交換などほかの自治体と共通する維持管理の
課題とその具体的な解決策について活発な意見交
換を行いました。本研修で得た専門知識と他自治
体の実践的な知見は、今後の下水道の維持管理を
遂行する上で大変貴重なものとなり、極めて有意
義な時間でした。

■最後に
本研修は、私にとって極めて実り多く、かけが
えのない時間となりました。
全国各地の多くの自治体の方々と交流を深め、
下水道事業を担う仲間としての「横のつながり」
を築くことができたのは、何よりも大きな収穫で
す。同時に、下水道の維持管理を遂行する上で必
要不可欠な専門知識を体系的に学べたことは、今
後の業務推進における確かな礎となることと確信
しています。
このような充実した研修の機会を企画・運営し、
手厚くサポートしてくださった日本下水道事業団
研修センターの皆様には、心より深く感謝申し上
げます。本研修で得た多くの学びと貴重な経験を
糧に、今後も一層精進してまいります。

ディスカッション課題制作状況 施設見学風景
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１．はじめに
霧島市は、鹿児島県本土の中央部に位置し、平
成 17 年 11 月 7 日、国分市、姶良郡溝辺町、横川町、
牧園町、霧島町、隼人町、福山町の 1 市 6 町が合
併して誕生しました（図 1）。北部は風光明媚な
霧島山を有し（写真 1）、南部は錦江湾に接する
豊かな平野部が広がっています。市内には鹿児島
空港や高速道路が整備されており、交通の便が良
いことも特徴です。この地理的優位性から、鹿児
島県の玄関口としての役割を担っています。
また、その豊かな自然環境と古くからの歴史情緒
にあふれるまちとして知られています。霧島連山の
雄大な自然景観や、天孫降臨神話ゆかりの地とし
ての歴史的な魅力に加え、全国有数の温泉地とし
ても有名で、年間を通じて多くの観光客が訪れます。
今回は、霧島市より日本下水道事業団に委託さ
れた「日当山第 1調整池」および「姫城 2号排水

機場」の新設工事について報告いたします。

２．本工事の経緯
霧島市の中心市街地は、天降川、手篭川、検校
川など河川に囲まれた低平地に形成されていること
から浸水被害が頻発しており、抜本的な治水対策を
実施することが重要かつ緊急課題となっています。
近年、農地の宅地化など土地利用の変化によっ
て、従来保有していた遊水機能が低減し、新たな
浸水被害の発生が懸念され、さらに、局地的な大
雨（いわゆるゲリラ豪雨）による浸水被害や、こ
れまでに経験したことのないような大雨による河
川の氾濫被害など従来の想定を超える降雨の発生
も懸念されています。
こうした状況を受け、「選択と集中」の観点か

ら浸水対策を実施すべき区域を検討した上で、下
水道による浸水対策を計画的に進めることを目的
として、「霧島市雨水管理総合計画」が策定され
ました（原文：霧島市HP「霧島市下水道事業に

J  S
現場紹介

鹿児島県霧島市「日当山第1調整池」
と「姫城2号排水機場」の
建設工事について

西日本支社　九州事業部　　　
施工管理課・鹿児島事務所

図1　霧島市　位置図

写真1　霧島山
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よる雨水計画」／掲載にあたり一部改変）。当該
計画を構成する「霧島市雨水管理段階的対策計画」
において、日当山第 1調整池および姫城 2号排水
機場の設置が位置付けられました（図 2）。

３．事業スケジュール
日当山第 1調整池は、令和 6年 5月に契約した

「建設工事」（流入渠、調整池、池排水ピット、越
流水路、場内整備）および「電気設備工事」（受
変電設備、運転操作設備、計装設備などの電気・
機械設備一式）を経て、令和 8年 3 月 24 日に運
用を開始しました（図 3）。
姫城 2号排水機場は、「建設工事」（ポンプ棟、
放流渠）が完了し、「建設工事その 2」（ポンプ棟）、
「ポンプ設備工事」（主ポンプ設備）、「水処理設備
工事」（沈砂池設備）、「電気設備工事」（受変電設
備、自家発電設備、運転操作設備、計装設備など
の電気設備一式）の施工を供用開始に向けて進め
ております（本稿執筆時点）（図 5）。

施設名 諸元 工事名 主な工事対象 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年

日当山
第1調整池

建設工事 調整池

電気設備
工事

電気設備
機械設備

貯留容量
4,100㎥

姫城2号
排水機場

建設工事
放流渠
ポンプ棟

建設工事
その2

ポンプ棟
吐出量

135㎥/分
×2台

ポンプ設備
工事

主ポンプ設備

水処理設備
工事

沈砂池設備

電気設備
工事

電気設備

図5　事業スケジュール概要

４．施工のポイント
本事業は、日当山第 1調整池、姫城 2号排水機
場ともに、住宅地という狭小な現場での工事とな
りました。施工を進める上で、配慮したポイント
（取り組み）について紹介します。

（1）騒音・振動対策 
住民説明会で騒音への不安が挙がったことを受

図2　雨水事業による事業箇所図

図3　日当山第1調整池

図4　姫城2号排水機場　完成予想図



38 Mizu Sumashi

JS現場紹介

け、日当山第 1調整池の工事では、低騒音型の工
事機械を採用し、騒音・振動計を設置するなど様々
な対策を行いました。また、施工状況のわかる航
空写真を現場事務所前に掲示するほか、工程の進
捗状況を適宜説明するなど、近隣住民と丁寧にコ
ミュニケーションを重ねました。特に、住宅に近
接した施工を行う場合には、事前に詳細な工程説
明を実施することで、不安の解消に努めました。
工事車両の扱いについても、協力会社と連携し、
車両後退時の音量を下げる、クラクションを合図
に利用しないといった対策を徹底するように努め
ました。ただし、後退時の音量低下やクラクショ
ンが利用できない状況下では安全面に課題があっ
たことから、バックホウのバケット移動を用いた
目視による合図を利用するほか、工事機械にカメ
ラを取り付けて死角を補い、接触事故の防止に活

用するなど安全対策の工夫を行いました（図 6）
（写真 2）。姫城 2号排水機場においても、低騒音
型の工事機械を採用し、振動・騒音計を設置。新
しい工種が始まる際には、近隣住宅を回って工程
説明を行うなど、丁寧な対応を心がけました。

（2）狭小な現場への対応 
日当山第 1調整池の現場は、周辺が住宅地であ
るため、外周からの施工が困難でしたが、協力会
社と綿密に連携し、調整池内部から施工できるよ
うキープランを設定、効率的な作業を実現しまし
た。また、調整池内への搬入搬出路が鋭角で、車
両通行が困難であったため、隣接する土地を借地
し、搬入搬出路を確保しました（図 7）。
姫城 2号排水機場でも、杭の打設箇所が敷地境

界間際になるほどの狭小な現場でした。市施設の
駐車場を借地して施工ヤードとし、適宜道路を占
用しつつ施工を進めました。クローラークレーン
は、運搬車両が現場まで入れなかったため、搬入
路途中から自走させて搬入しました。騒音対策を
含めた工夫により、当該現場では、近隣住民から
のクレームもなく施工を進めることができました。

（3）浸水被害からの復旧と対策 
令和 7年 8月 8日、九州南部に非常に激しい雨
や局地的に猛烈な雨が降りました。霧島市におい

図6　カメラ付きバックホウ

図7　日当山第1調整池　車両搬入搬出路写真2　カメラ付きバックホウ　カメラ映像
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ても、線状降水帯が繰り返し発生し、施工現場を
含む周辺に浸水被害が発生しました。
姫城 2号排水機場では、現場休憩所の屋根に迫
るほどの浸水被害が発生し、掘削部は浸水、現場
周辺には泥が堆積しました（写真 3）。甚大な被
害でしたが、およそ 1か月をかけて、迅速な復旧
に努めました。その際、施工現場の機能回復だけ
でなく、被害を受けた周辺住宅地についても、近
隣住民の皆様と連携しながら復旧支援を行いまし
た。現場外に堆積した泥の清掃にも取り組み、生
活環境の早期回復に努めました（写真 4）。
日当山第 1調整池については、浸水高を考慮し、

「電気設備工事」で据え付ける電気盤の設置高を
当初より高くするなど今後、浸水被害が生じない
よう、さらなる対策を講じました。

５．おわりに
本稿では、霧島市における日当山第 1調整池と
姫城 2号排水機場の建設工事についてご紹介いた
しました。これらの施設は、霧島市の長年の課題
であった浸水被害に対する対策を行うものであ
り、市民の皆様が安心して暮らせるまちづくりに
貢献するものです。工事期間中は、住宅地内での
施工という制約の中、騒音対策や狭小な現場への
対応を行うとともに、予期せぬ浸水被害からの復
旧といった困難に直面しました。しかし、近隣住
民の皆様のご理解とご協力、そして関係者一同の
ご尽力により、完成に向けて工事を進めることが
できております。
これらの施設が、霧島市の安全・安心なまちづ
くりに寄与し、地域の発展に貢献できることを心
より願っております。
関係各位には、この場を借りて厚く御礼申し上
げるとともに、工事完成まで引き続きご協力いた
だきますよう、よろしくお願いいたします。

出典一覧
使用した図表のうち、日本下水道事業団の外部
より借用したものについて出典を記載します。
（図 1）（図 7）国土地理院ウェブサイト
　図 1：白地図を加工して作成　図 7：写真を加
工して作成
　https://www.gsi.go.jp/kikakuchousei/
kikakuchousei40182.html

（写真 1）霧島市観光写真素材ライブラリー｜霧
島市HP
　https://www.city-kirishima.jp/kirikan/kanko/
photoframe/photolibrary.html

（図 2）霧島市下水道事業による雨水計画｜霧島
市HP
　https://www.city-kirishima.jp/gesuidou/usui/
keikaku3.html

写真4　姫城2号排水機場　清掃状況

写真3　姫城2号排水機場周辺　浸水状況

https://www.gsi.go.jp/kikakuchousei/kikakuchousei40182.html
https://www.city-kirishima.jp/kirikan/kanko/photoframe/photolibrary.html
https://www.city-kirishima.jp/gesuidou/usui/keikaku3.html
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　日本下水道事業団（JS）では毎年 11 月に、「下水道技術検定及び下水道管理技術認定試験」を全国 10
都市にて実施しています。例年、全国から 8,000 人を超える受験の申し込みがあり、今回で下水道技術検
定は第 52 回を、下水道管理技術認定試験は第 40 回を迎えます。これまでの合格者は、累計 10 万人以上
となっており、その技術力が今日の下水道界を支えています。
　下水道は、生活環境の向上と環境保全に貢献する重要なインフラである一方、人口減少や施設の老朽化、
国・地方を通じた財政難、技術者の恒常的な不足など、下水道事業を取り巻く環境は依然として厳しい状
況にあります。特に近年では、老朽化した下水道管の破損に起因する大規模な陥没事故が発生するなど、
住民生活にも大きな影響を及ぼしています。こうした状況を踏まえ、国土交通省では強靭で持続可能な下
水道の実現に向けた維持管理・改築の実施及び事業基盤の強化、安全かつ円滑な道路交通の確保を図るこ
とが必要であるとしています。激動する社会経済情勢の変化や地域ごとの多様なニーズにも対応しつつ、
下水道事業を効率的かつ持続的に運営できるマネジメント能力を有する下水道技術者がいま、求められて
います。次回は、ご自身のスキルアップに向けて、あなたも受験をご検討されてはいかがでしょうか。

　以下は、令和 8年度の実施内容をもとに記載しております。
　令和 9年度の実施内容については、令和 9年 4 月下旬頃に官報での公告並びに JSのホームページでも
ご案内する予定です。

8,798 8,692 8,435 8,328
8,625

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

近年の受験申込者数の推移（単位：人）

第1種 第2種 第3種 認定 計

※なお、令和 8年度の受験申込の受付については、終了いたしておりますのでご了承ください。

下水道
技術検定

下水道技術検定及び
下水道管理技術認定試験実施のご案内
〜強靭で持続可能な下水道の実現に向けて〜

研修センター管理課
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１．下水道技術検定等の区分、試験の科目、試験の方法について
⑴　下水道技術検定
　検定の区分、試験の科目、試験の方法については、以下の表のとおりです。

検定区分 検定の対象 試験科目 試験方法

下 水 道
技術検定

第 1 種
技術検定

下水道の計画設計を行うために
必要とされる技術

下水道計画、下水道設計、施工
管理法、下水処理及び法規

多肢選択式
及び記述式

第 2 種
技術検定

下水道の実施設計及び工事の監
督管理を行うために必要とされ
る技術

下水道設計、施工管理法、下水
処理及び法規 多肢選択式

第 3 種
技術検定

下水道の維持管理を行うために
必要とされる技術

下水処理、工場排水、運転管理、
安全管理及び法規 多肢選択式

⑵　下水道管理技術認定試験
　試験の区分、試験の科目、試験の方法については、以下の表のとおりです。

試験区分 試験の対象 試験科目 試験方法
下 水 道
管理技術
認定試験

管路施設 管路施設の維持管理を適切に行
うために必要とされる技術

工場排水、維持管理、安全管理
及び法規 多肢選択式

２．合格者の利点
⑴　有資格者になるための実務経験年数が短縮できます
　下水道の設計、工事の監督管理及び維持管理については、下水道法及び下水道法施行令により、学歴等
に応じた一定の実務経験を有する者に行わせなければならず、事業を実施するにはこのような有資格者を
確保する必要があります。
　技術検定（第 1種、第 2種、第 3種）は、地方公共団体における有資格者の早期確保などを目的に創設
された制度で、合格した場合、下水道法第 22 条の資格取得について必要とされる実務経験年数を短縮す
る特例が認められています。
　例えば、大学の土木工学科（下水道工学の履修無し）を卒業した方が計画設計の有資格者になるためには、
下水道を含む関連インフラ（上水道、工業用水道、河川、道路）の実務経験を合算した年数が６年以上必
要になりますが、第１種技術検定に合格すると、学歴によらず３年に短縮することができます。（別表「下
水道法施行令 15 条及び同 15 条の 3に定める資格要件」を参照）

⑵　下水道処理施設管理技士の登録条件になっています
　下水道処理施設維持管理業者登録規程により登録を受けようとする場合、営業所ごとに、維持管理業務
の技術上の管理をつかさどる専任の「下水道処理施設管理技士」を置く必要があります。
　第 3種技術検定に合格し、学歴等に応じた所定の実務経験年数を有することで、「下水道処理施設管理
技士」になることができます。

⑶　下水道管路管理技士試験の受験資格になっています
　認定試験は、下水道管路施設の維持管理業務に従事する技術者の技術力を公平に判定し認証することに
より、管路施設維持管理の健全な発展と技術者の技術水準の向上を図り、もって下水道の適正な維持管理
に資することを目的とした制度です。
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下水道技術検定

　日本下水道管路管理業協会が実施する下水道管路管理技士試験のうち「総合技士」及び「主任技士」部
門における受験資格は、認定試験（管路施設）または、技術検定（第 1種、第 2種、第 3種のいずれか）
の合格者とされています。詳細は、（公社）日本下水道管路管理業協会のホームページをご確認ください。

３．下水道技術検定等の実施内容
　令和 8年度の技術検定及び認定試験の実施の主な内容は、次のとおりです。
実 施 期 日 令和 8年 11 月 8 日（日）

第 1種技術検定 9 時 00 分から 16 時 00 分まで
第 2種技術検定 9 時 00 分から 12 時 15 分まで
第 3種技術検定 13 時 15 分から 16 時 30 分まで
認定試験（管路施設） 9 時 00 分から 11 時 45 分まで

実 施 場 所 札幌市、仙台市、東京都、新潟市、名古屋市、大阪市、広島市、高松市、福岡市
及び那覇市の 10 都市

受 験 資 格 受験資格について制限はなく、誰でも受験できます。
受験案内について 官報（例年、4月下旬を予定）での公告、並びに受験申込に必要な事項は、

日本下水道事業団のホームページ（https://www.jswa.go.jp/）に掲載いたします。
受 験 申 込 の 受 付 令和 8年度の受験申込の受付は、終了いたしております。

今回も多くの方にお申し込みいただきましてありがとうございました。
電子申請による（日本下水道事業団のホームページからの申し込み）

検定及び試験手数料 第 1種技術検定 12,300 円（税込）
第 2種、第 3種技術検定 9,200 円（税込）
認定試験（管路施設） 9,200 円（税込）

合 格 者 の 発 表 日 第 1種技術検定 令和 9年 2月 3日（水）
第 2種、第 3種技術検定及び認定試験（管路施設） 令和 8年 12 月 16 日（水）

４．技術検定及び認定試験に関する問い合わせ先
　　日本下水道事業団　研修センター　管理課（検定担当）
　　電話：048-421-2076　　　Eメール：js-kentei@jswa.go.jp
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別表

■下水道法施行令第15条及び同第15条の3に定める資格要件

下水道法

施行令第

15条及び

同第15条 処理施設 　排　水  処理施設

の3 ポンプ施設 　施　設  ポンプ施設

維持管理

　　　　資格取得に必要な下水道技術
　　　　に関する実務経験年数　　　

計画設計

区　　　　　分 要　　　　　　　　　件

卒業又は修了した学校等

第1号

新制大学
土木工学科、衛生工学科
又はこれらに相当する課程

下水道工学

卒業又は修了した学科等 履修した学科目等

5 2 1

監督管理等

2

旧制大学
土木工学科又はこれらに相
当する課程

（2.5） （1） （0.5） （1）

第２号 新制大学

土木工学科、衛生工学科
又はこれらに相当する課程

6 3 1.5 3
（3） （1.5） （1） （1.5）

機械工学科、電気工学科
又はこれらに相当する課程

6 3 1.5 3
（3） （1.5）

下水道工学に関する

学科目以外の学科目

（2.5）

機械工学科、電気工学科
又はこれらに相当する課程

8 5 2.5 5

（1） （1.5）

土木科又はこれに相当する
課程

8 5 2.5 5

第4号

新制高等学校
新制中等教育学校

旧制中等学校

土木科又はこれに相当する
課程

10 7

（4） （2.5） （1.5）

第3号
短期大学

高等専門学校
旧制専門学校

3.5

機械科、電気科
又はこれらに相当する課程

10 7 3.5

7
（5） （3.5） （2） （3.5）

（4） （2.5） （1.5） （2.5）

1

（0）

7
（5） （3.5） （2） （3.5）

（0.5） （0.5） （0）

2
（0）

第7号
建設業法第27条による第二次
検定の合格者
（一級土木施工管理技士）

　　土木施工管理に合格した者
3

（1.5）
1.5
（1）

第5号
第6号

日本下水道事業団法施行令
第4条第1項に定める技術検定

　　第3 種技術検定合格

　　第2 種技術検定合格
2 1

（0.5）

　　第1 種技術検定合格 3 2

0
（0） （0）

　　水質管理又は廃棄物・資源循環を選択科目として
　　衛生工学部門に合格した者

0

　　下水道を選択科目として上下水道部門に合格した者
0

（0）

第9号 上記に定める学歴のない者
10 5 10

（5）

第8号 技術士法による二次試験

（2.5） （5）

第10号

新制大学の大学院 　　　5 年以上在学（ 卒業） 　　　下水道工学
2 0.5 0.5 0.5

短期大学の専攻科 　　　1 年以上在学 　　　下水道工学
7 4

（1） （0.5） （0.5） （0.5）

新制大学の大学院又は専攻科
旧制大学の大学院又は研究科

　　　1 年以上在学 　　　下水道工学
4 1 0.5

2 4
（3.5） （2） （1） （2）

1
（2） （0.5） （0.5） （0.5）

指定された試験 　　下水道管理技術認定試験（ 処理施設）
2

（1）

（4） （2.5） （1.5）

外国の学校 　　日本の学校による学歴、経験年数に準ずる。

国土建設学院等 　　　上下水道工学科
8 5 2.5

指
定
講
習

国土交通大学校 　　専門課程下水道科研修
5

（2.5）
2.5

（1.5）

5
（2.5）

日本下水道事業団
　　下水道の設計又は工事の監督管理資格者講習会

5 2.5
（2.5） （1.5）

　　下水道維持管理資格者講習会

＜関連インフラ＞

・計画設計及び実施設計・工事の監督監理の場合

：下水道、上水道、工業用水道、河川、道路

・維持管理の場合

：下水道、上水道、工業用水道、し尿処理施設

【表記例】

■「計画設計」とは、事業計画に定めるべき事項に関する基本的な設計をいう。

■「監督管理等」とは、実施設計（計画設計に基づく具体的な設計）又は工事の監督

管理（その者の責任において工事を設計図書と照合し、それが設計図書の通りに

実施されているかどうかを確認すること。）をいう。

■「維持管理」とは、処理施設等の運転管理等をいう。

５

（２.５）

下水道を含む関連イ

ンフラの経験を合算

した全体の経験年数

全体の経験年数の

うち下水道の経験

年数
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人　事　発　令
日本下水道事業団

（令和 8年 6月 24 日付）
発 令 事 項 氏　　名 現 職 名 （ 役 職 ）

カサタニ　　マサヤ

退職（国土交通省） 笠　谷　雅　也 経営企画部長

（令和 8年 6月 25 日付）
発 令 事 項 氏　　名 現 職 名 （ 役 職 ）

ニシムラ　　ヒデキ

（兼）経営企画部長 西　村　秀　喜 理事（経営企画担当）

（令和 8年 6月 30 日付）
発 令 事 項 氏　　名 現 職 名 （ 役 職 ）

ヤナギ　　　　ア　キ　

退任（任期満了） 柳　　　亜　紀 監事（非常勤）

（令和 8年 7月 1日付）
発 令 事 項 氏　　名 現 職 名 （ 役 職 ）

オオモリ　　ユ　リ

監事（非常勤） 大　森　有　理 （新任）

【お問い合わせ先】
日本下水道事業団　経営企画部人事課長　渡邉　哲也
〒113－0034　東京都文京区湯島2－31－27　湯島台ビル
TEL：03－6892－2007　FAX：03－5805－1802

44 Mizu Sumashi
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水明　四方良しのDX推進を目指して
丸森町長にインタビュー
寄稿　第二次新潟市下水道中期ビジョン（改訂版）の策定にあたり
下水道ソリューションパートナーとして
　　下水道施設にかかる耐震実施計画策定時の留意事項
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して
　　－公募型共同研究の実施状況－
JS研修紹介　下水道研修　講座紹介
　　　維持管理コース『処理場管理Ⅰ（第２回）』
　　　実施設計コース『推進工法（第２回）』
特集　令和６年能登半島地震への対応
　　　～全国から職員を集結して組織一丸となった支援～
トピックス　令和６年度　組織改正について
トピックス　令和５事業年度の事業概要等
研修生だより
　　　維持管理コース「処理場管理の基礎」を受講して
JS現場紹介　夢洲プロジェクトの状況について　
下水道技術検定
　　　第50回下水道技術検定及び
　　　第38回下水道管理技術認定試験の実施について
人事発令
読者アンケート

水明　置かれた場所で咲く
備前市長にインタビュー
寄稿　未来につなげる福岡市の下水道　
下水道ソリューションパートナーとして
　　　令和６年能登半島地震における機械・電気設備の被災状況と対策について
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　新規選定された新技術
JS 研修紹介 下水道研修　講座紹介
　　　―経営コース（オンデマンド）「受益者負担金入門（仕組・法令編）」―
　　　― 計画設計コ－ス（オンデマンド）「技術者が知っておきたい経営戦略と事業マ

ネジメントの基本」―
特集　新技術にトライ　第３回
　　　下水汚泥由来繊維利活用システム（通称：プラチナシステム®）
SDGsとGESUIDO　ゴール９：産業と技術革新の基盤をつくろう
トピックス　令和７年度　日本下水道事業団表彰について
トピックス　令和７年度（第51回）JS業務研究発表会の開催
出向者コラム　こんな仕事をしています
研修生だより　令和７年度 計画設計コース
　　　アセットマネジメント・ストックマネジメント入門（管路施設編）を受講して
JS 現場紹介　福知山市汚泥処理施設再構築事業 汚泥有効利用施設整備工事について
下水道技術検定
　　　 第51回下水道技術検定（第2種、第3種）及び第39回下水道管理技術認定試験（管

路施設）の合格者発表について
人事発令

水明　 人間の感性と先端テクノロジーの協働　
　　　― AI時代にこそ求められる、体験を通じた下水道事業の推進と理解 ―
長野市長にインタビュー
寄稿　北海道が実施する下水道のこれまでの取組みについて
下水道ソリューションパートナーとして
　　　DX（デジタルトランスフォーメーション）の取り組みについて
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　
　　　―令和6年度　JSにおけるB-DASHプロジェクトの実施状況―
JS 研修紹介 下水道研修　講座紹介 　
　　　―オンライン研修　工事監督管理コース『開削工法の監督員業務（第 2 回）』―
　　　―オンライン研修　官民連携・国際展開コース『管路施設の包括的民間委託』―
特集　JS東北総合事務所 石巻分室座談会
　　　かつてない大規模プロジェクト　数々の難課題を解決し被災地復興に尽力
トピックス　＜下水道展’24東京＞出展等報告
　　　　　　　―新しい取組みを採り入れた広報活動―
研修生だより　JS下水道研修を受講して（水質管理部門）
JS現場紹介　山口市山口浄化センター建設工事　その26
下水道技術検定
　　　 第50回下水道技術検定及び第38回下水道管理技術認定試験の申込状況、

試験会場について
人事発令

水明　ホロビオント（Holobiont）
長万部町長にインタビュー
特集　季刊「水すまし」創刊200号記念企画　
　　　より良い下水道の未来に向けて――
寄稿　いわき市の下水道事業のこれまでとこれから
下水道ソリューションパートナーとして
　　　下水道事業における事業マネジメントのすすめ
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　
　　　―令和６年度の調査研究実施状況―
JS 研修紹介 下水道研修　講座紹介 　
　　　―官民連携コース『ウォーターPPP入門　３日間』―
　　　―計画設計コース『総合的な雨水対策　３日間』 ―
トピックス　令和７事業年度　経営の基本方針及び事業計画の概要
研修生だより　実施設計コース　管渠設計Ⅰを受講して
JS現場紹介
　　　埼玉県南部流域下水処理場（荒川水循環センター）建設工事について
下水道技術検定
　　　第51回下水道技術検定及び第39回下水道管理技術認定試験の実施について
人事発令

水明　汚泥管理に関する国際会議にご注目を！
基山町長にインタビュー
寄稿　 大阪市下水道事業における大阪･関西万博開催と連携した取り組みについて
　　　～｢未来の下水道ブース」の制作～
下水道ソリューションパートナーとして
　　災害用下水道機材の貸付支援について
　　　～災害時の下水処理場等の施設機能確保を支援～
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　新規選定された新技術
JS研修紹介　下水道研修　講座紹介　
　　　―実施設計コース『処理場設備の設計（電気設備）』―
　　　―計画設計コース『下水道事業の計画の策定・見直し（第２回）』―
特集　新技術にトライ　第１回
　　　ダウンサイジング型ベルトプレス脱水機と円環式気流乾燥機
SDGsとGESUIDO　ゴール４：質の高い教育をみんなに
トピックス　令和６事業年度の事業概要
出向者コラム　こんな仕事をしています
研修生だより　実施設計コース管きょ設計Ⅱを受講して
JS現場紹介　岡山市今保ポンプ場他建設工事、その２
下水道技術検定
　　下水道技術検定及び下水道管理技術認定試験のご案内
　　　～合格者は累計10万人！～
人事発令

水明　大更新時代に向けて
つくばみらい市長にインタビュー
寄稿　岡山市下水道事業の取り組み　
下水道ソリューションパートナーとして
　　　ポンプ場統廃合による新たなポンプ場の建設
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　
　　　―JS技術開発実験センターにおける調査研究―
JS 研修紹介 下水道研修　講座紹介 　
　　　―維持管理コース「水処理施設の管理指標の活かし方のチェックポイント（オンライン）」―
　　　―維持管理コ－ス「1Day維持管理セミナー基礎から学ぶ処理場の維持管理（広島・京都）」―
特集　新技術にトライ　第２回　OD法における二点DO制御システム
SDGsとGESUIDO　ゴール６：安全な水とトイレを世界中に
トピックス　＜下水道展’25大阪＞出展報告
　　　　　　　―幅広いターゲットに向けた広報活動―
出向者コラム　こんな仕事をしています
研修生だより　計画設計コース　総合的な雨水対策（第1回）を受講して
JS現場紹介
　　都市部における大規模大深度施設 名古屋市広川ポンプ所の新規建設工事について
下水道技術検定
　　 第51回下水道技術検定及び第39回下水道管理技術認定試験の申込状況、試験会

場について
人事発令

水明　ストックとしての下水道の価値を高める
福知山市長にインタビュー
寄稿　桑名市下水道管渠の面整備事業について
下水道ソリューションパートナーとして
　　　JSが考えるウォーターPPPの各段階でのポイント
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して
　　　―公募型共同研究の実施状況（その２）―
JS研修紹介　下水道研修　講座紹介
　　　―オンライン研修　官民連携・国際展開コース『管路施設の包括的民間委託』―
　　　―オンライン研修　計画設計コース『下水道入門（官民合同）（第3回）』―
特集　民間事業者との共創プロジェクトの取組み
トピックス　令和６年度日本下水道事業団表彰について
トピックス　令和６年度（第50 回）JS業務研究発表会を開催
研修生だより　実施設計コース処理場設計Ⅱを受講して
JS現場紹介　基山町基山汚水ポンプ場建設工事について
下水道技術検定
　　　 第50回下水道技術検定（第2種、第3種）及び第38回下水道管理技術認

定試験（管路施設）の合格者発表について
人事発令

水明　「チャーミング（魅力的）な下水道工事」の実現を目指して
伊勢市長にインタビュー
寄稿　 信頼を未来につなぐ柏崎の下水道 ～中越沖地震の教訓と更新期への備え～
下水道ソリューションパートナーとして　JSの技術士取得に向けた取り組み
JS-TECH　下水道技術の善循環を目指して　令和7年度の調査研究実施状況
JS研修紹介 下水道研修　講座紹介 　
　　　―計画設計コース「下水道の浸水対策」―
　　　―実施設計コ－ス「処理場設計Ⅱ［指定講習］」 ―
特集　 新技術座談会　下水道イノベーターとしての持続的発展と飛躍 

～新技術の開発・導入促進を通じて～
SDGsとGESUIDO　ゴール7：エネルギーをみんなにそしてクリーンに
トピックス　令和８事業年度 経営の基本方針及び事業計画の概要
トピックス　日本下水道事業団における不調・不落対策について
出向者コラム　こんな仕事をしています
研修生だより　維持管理コース　管きょの点検・調査を受講して
JS現場紹介　石狩湾新港地域公共下水道浄化センターの建設工事について
下水道技術検定
　　第52回下水道技術検定及び第40回下水道管理技術認定試験の実施について
人事発令
令和8年度 組織再編（東西2支社体制）について
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